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はじめに

我 が 国 に おい て は、 あ らゆ る分 野 で の 情報 化 の進 展 を背 景 に、 社 会 生 活 の 多様

化 、 広 域 化 が 急速 に進 展 して い る。 さ らに、 ボ ー ダ レス化 が進 展 し、 日本 の 産 業、

社会 全 般 に お い て 国 際 化 の 波 が不 可 避 な もの と な っ て 来 て い る。 これ は、 我 が 国

が、 国 内的 に も国 際 的 に も新 た な 変革 期 に 臨 ん で い る こ と を示 して い る。

変 革 期 に あ って は、 従 来 の枠 組 み を超 え た発 想 を持 っ て課 題 に取 り組 む必 要 が

あ る。 この よ うな変 革 期 に 我 が 国 の行 政 が 直面 す る重要 政 策 課 題 に対 して は、 単

独 行 政 機 関 の対応 で は 問題 解 決 が 不 可 能 で あ り、 多数 の関 連 行 政 機 関 が 軌 を一 に

して統 一 課 題 と して取 り組 まない こ とに は、 国 と して、 政 策 推 進 の成 果 を達 成 す

る こ と はで きな い。

行 政 課 題 解 決 の た め、 行 政機 関 に お け る情 報 化 を推 進 して きた が、 従 来 の行 政

機 関 の 情報 化 は、 業 務 処 理 系 のル ー チ ン ワー ク を中 心 に進 展 して きた。 電算 化 シ

ス テ ム は、 導 入 以 来30数 年、 ハ ー ドウ ェア、 ソフ トウ ェア の利 用 面 に お い て、

必 ず しも全 て が理 想 的 と は言 えな い まで も、 業 務 の合理 化、 効 率 化、 ス ピー ド化

にお い て行 政 に対 して 多 くの成 果 を もた ら して きた。

しか しな が ら、 行 政機 関 に お い て は、 ル ー チ ン ワー クか ら派 生、 蓄積 した 情報

の 多面 的 な利 活 用、 ダ ウ ンサ イ ジ ング ・OSl・ ネ ッ トワー ク等 の最 新 技 術 動 向

へ の対応 、 さ らに そ の機 関 の情 報 化 の統 括 的 な組 立 て等 の情報 の 高度 活 用 につ い

て は、 まだ まだ立 ち 遅 れ て い る。

今後 の社 会 的 趨 勢 と して、 行 政 機 関 の効 率 化 ・合 理 化 を踏 ま え、 さ らに、 重要

な政 策 課 題 の立 案 ・調 整 に対 す る情報 の 高度 活 用 が 望 まれ る。 従 来 の 大量 ・定

型 ・反復 業 務 へ の 電算 化 シス テ ム利 用 か ら、 よ り高度 な非 定 型 業 務 分 野 へ の情 報

シ ス テ ム 活 用 へ の、 い わ ば情 報 の 質的 な高度 活 用へ の道 へ踏 み 出す べ きで あ る。
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行 政機 関 は これ まで膨 大 な量 の 情報 を蓄積 して きた が、 そ の保 有 状 況 は、 各 行

政 機 関 ・各 デ ー タ に よ っ て まち ま ち で あ る。 情 報 の高度 活 用 の た め に は、 まず、

既保 有 デ ー タ の実 態 を明 らか に し、 デ ー タ を非 定型 業 務 に利 用可 能 な形 態 に変 換

す るた め に、 分散 型 デ ー タベ ー ス を構 築 し、 従 来 の セ ンタ ー型(集 中型)デ ー タ

ベ ー ス と併 用 して い くべ きで あ る。

また、 各 行 政 機 関 間 の蓄積 情 報 の相互 利 活 用 も不十 分 で あ る。 一 つ の政 策 課 題

に対 し、 多数 の行 政機 関 が 関 連 す る状 況 に お い て、 情報 の行 政 機 関 間 流 通 が必 須

で あ る こ とは 有明 で あ る。 各 行 政機 関 は、 自他 行 政機 関 の蓄 積 情報 に加 えて、 民

間 デ ー タ、 海 クトデ ー タ を も活 用 した 上 で、 行 政機 関 それ ぞ れ の専 門分 野 の視 点 か

ら,政 策課 題 に対 して取 り組 む べ きで あ る。

本 中 間報告 は、 主 と して 中央 省 庁 関連 の行 政 機 関 に お け る情報 高度 活 用 の方 向

性 につ い て検 討 し、 その 経 済効 果 まで言 及 した。
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1.z－ BにSlるmpシ ス テ ム の 投
一と の

(1)行 政の業務合理化のための電算システム導入の投資成果

ア 投資の状況

工
日本の行政機関のコンピュータ システム導入は、昭和33年(1958年)、

気象庁 が気 象分析 のためにIBM704を1セ ッ ト導入 した ことに始 まる。

昭和50年 度(1975年 度)以 降の国の行政機 関にお ける コンピュータ関連

の利用状況、投資額1の 推移 を、表1に 示す。(詳 細 は、資料1、 資料2を 参照の

こと)

年間投資額 は、昭和50年 度 の403億 円に対 して、平成3年 度(1991年

度)は3,954億 円と、17年 間で10倍 増加 してい る。

50、'3の17こ コン

ピュータ 連 に2兆7728it:、Sじ て た こととな る

特徴 的な ことは、オ ンライ ン化が急増 した昭和62年 以 降の5年 間の投資額か、

ほぼ それ以前 の12年 分 の投 資額 を超 え ることで あ り、近年、急激に投資が増大

した ことを示 している。

なお、 の ワ 八一"ウ ェ 経2は1兆7703忌 で

積額 の64%を 占めて いる。

1投資額:資 料では、運用経費としているが、以下のコンピュータ関連の費目を含むため、ここでは投

資額と置き換えた。
運用経費=ハ ー ドウェア調達費(賃 貸料、買取費)+ソ フ トウェア調達費+通 信回線使用

料+備 品 ・消耗品費+外 注費+そ の他の経費
2ハー ドウェア経費=運 用経費のうちハー ドウェア調達費(賃 貸料、買取費)及 びデータ通信サービス

使用料をハー ドウェア経費とした。データ通信サービスは、ソフ トウェア、ハー ドウェア、
通信回線使用料等の総合 としてのサービスに対する経費であるが、ここではハー ドウェア経
費 に含めた。
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表1国 の行政機関のコンピュータ利用の推移

年 度

保有設置 台数 保有設置 金額 運用経費

年間増加
台 数

年 度 末
台 数

年間増加
金 額

年度末総
金 額

年間運用
経 費

八一ドケェア経 費

(内 数)

年間運用
経費累積

昭和50年 16 246 216 1,053 403 248 403

昭和51年 21 267 88 1,141 491 289 894

昭和52年 20 287 101 1,422 598 363 1,492

昭和53年 12 299 269 1,511 849 571 2,341

昭和54年 8 307 140 1,651 1,000 682 3,341

昭和55年 2 309 248 1,899 1,209 799 3,470

昭和56年 22 331 348 2,247 1,379 848 4,849

昭和57年 14 345 136 2,383 1,449 820 6,298

昭和58年 26 371 35 2,418 1,523 829 7,821

昭和59年 9 380 204 2,622 1,733 959 9,554

昭和60年 23 403 301 2,923 1,899 1,058 11,453

昭和61年 25 428 376 3,299 2,081 1,158 11,734

昭和62年 375 803 239 3,538 2,451 1,403 14,185

昭和63年 118 921 357 3,895 2,623 1,560 16,808

平成元年 256 1,177 459 4,354 3,313 2,037 20,121

平成2年 210 1,387 1,362 5,716 3,653 2,239 23,774

平成3年 。60 1,327 280 5,996 3,954 1,840 27,728

合 計 一 一 一 一 27,728 17,703 一

出典 「平成3年 度、行政機関における電子計算機利用、基本調査報告書」

(総務庁行政管理局(平 成4年3月)発 行)

(注)設 置台数:買 取価格1,000万 円以上のコンピュータの台数(単 位:台)

設置金額1設 置台数相当の金額(単 位:億 円)

運用経費:本 文の脚注を参照のこと(単 位:億 円)

2)投 資の内容(設 置台数等)

昭和33年 度以来 、平成3年 度 までの33年 間 に、設置台数、設 置金額 共 に増

加 の一途をたどり、w31土 の 国のt-一'か るm100

0
'の コ ン ピ ー{1387ム こ 、 5996

』

これは、7年 前 の昭和60年 度(1985年 度)と 比較す ると、設 置台数総数

は約3.3倍 、 設置金額 総額 は約2.1倍 とな って い る。

1台 当た りの設置金額 は、昭和60年 度(85年 度)が 、7.3億 円/台 で あっ

た ものが、平成3年 度(1991年 度)に は、4.5億 円/台 と低下傾 向に ある。
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昭和50年 度 か ら平成3年 度 までの国の行政機 関が導入 した、買取価格換算で

1,000万 円以 上の コンピュータ台数 を見 ると、昭和50年 度 か ら昭和61年 度

までの 間は年 平均16.5台 ずつの増加 であ ったが、昭和62年 度 か ら平成3年 度

までの5年 間において は、年平均180台 ずっ 増加 して いる。 この5年 間は、オ

ンライ ンシステムのための小型 コンピュータの導入が急増 したので、設置台数総

数が激増 し、1台 当た りの設置金 額 は激 減す ることとなった。

国の行政機関のコンピュータの うち、オ ンライン機の台数 とオ ンライ ン端末装

置台数を表2に 示 すが、昭和62年 度か らオ ンライ ン化 率が急上昇 しているのは、

農林水産統計情報システム(昭 和62年 度)、 総合的雇 用情報 システ ム(昭 和6

2年 度)、 登記 情報 システ ム(昭 和63～ 平成元年度)、 国有林野情 報管理 シス

テム(昭 和63～ 平成2年 度)等 のオ ンライ ン ・コ ンピュー タ設置か相次いだこ

とによる。

平成3年 度 において、オ ンライ ン処理(バ ッチ処理併用 を含 む)を 行 うコ ン

ピュータは1,148台 に達 してい るのに対 し、バ ッチ処理のみを行 っている電子

計算機は179台 にす ぎない。
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3)組 織 び 自

国の行政機関の情報システム関係の部門数及び要員数を表2に 示す。

最近の国の行政機関の電子計算機担当部門数(総 括 ・システム開発専担部門を

含む)は 、年々、表2の ように推移してきたので、1部 門当たりの要員数は昭和

62年 を境に急減 している。

要員数は、平成3年 度は8,!26人 配置 しており、前年度の7,277人 に比

べ、849人 の増加(11.7%増)し ているが、これまでの17年 間の動きでみ

ると、昭和50年 度当時の5,109人 から最近までゆるやかな曲線をたどって増

加している。

国の行政機関における要員数は、オンライン化の波、相次 ぐ大規模システムの

導入及び運用経費増大に対処して部門数か急増したにも拘らず、ゆるやかな増加

に留まっている。このことは、小型機の積極的な導入や民間要員の活用などによ

る情報処理部門の合理化努力に加え、コンピュータシステムの性能向上もあり、

国の行政機関の情報システム関係の要員数を最小限に抑えることができたとみる

ことができる。

表2国 の行政機関の情報システム関連の部門及び要員数

年 度 情 報 シ ス テ ム
関 連 部 門 数

1部 門 あ た りの

要 員 数

昭 和59年 度 258 23.1

昭 和60年 度 267 2L8

昭 和61年 度 277 22.0

昭 和62年 度 329 9.7

昭 和63年 度 397 8.9

平 成 元 年 度 594 7.3

平 成2年 度 1,060 6.8

平 成3年 度 1,009 8.1

出典 「平成3年 度、行政機関における電子計算機利用、基本調査報告書」
(総務庁行政管理局(平 成4年3月)発 行)
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イ 投資の意義

これまでのコンピュータシステムの投資は、主 として給与、会計、共済等のい

わゆる一般管理業務、社会保険、貯金、年金等の現業に関する業務等が対象で、

定型 ・反復 ・大量処理の合理化が 目的であった。

これ らの業務 に関しては、汎用大型 コンピュータのメ リッ トを引き出し、各省

の のスピー"{し ロ た な コン ピ ー シス ーム

への投資は大きな成果を挙げたといえる。

コンピュータの性能 ・機能が著 しく向上するたびに、その性能等を駆使す るた

めに、高度な機器 と高技術を有する人材を投入 してきた。

一部門あた りの要員数は、前節で見てきたように、昭和62年 度のオ ンライ ン

導入時代 に入 り、 コンピュータシステムの役割は数段にも複雑 とな り、その利用

環境が高度で複雑化 してきた割 りには、む しろ急減 している。

また、大 ・中型コンピュータよ りも小型コンピュータの設置が急増 し、ダウン

サイ ジング化が進んでいることによ り、コンピュータ!台 当た りの設 置金額 も急

減 して いる。

国の行政機関としては、 コンピュータのハー ドウェア面での技術の進歩を、充

分 に取 り入れ、特に定型業務分野向けセ ンター方式の大型 コンピュータの利用を

実現 し、大量なデータを高速処理する等に成果を挙げてきたのである。

これまでの の 示 は タ ノ'・ シス ーム

ー三
口 … ペ ーパ ー レス シ ステ ム'ノIA・ シス テ ム'ノ

/行 政情報システム(PPIS)等 がある。これらはごく一部の例であるが、従

来の投資成果の具体例として、次節で紹介する。
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ウ 各省庁に見る主要な電算 システム化業務の成果例

1)外 務省/旅 券発給 ・管理システム

都道府県及 び外務省の双方のOA化 を推進 し、 それ ら双 方で管理 フ ァイルを一

元化 し、共有 し利用す るという画期的な共用 システムであり、昭和40年(19

65年)1月 に運用が 開始 された。

昭和40年 当時、 日本 人海外旅行者 は、年 間約12万7千 人程度(資 料3)で 、

一般旅券発行数 も年 間15万 件程 度(資 料4)で あ った し、発給 申請受 付か ら旅

券作成まで15日 を要 していた。

その後 、昭和43年 、47年 、60年 の各計画策定更新 を経て、現在、全国都

道府県 と外務省 との間で一元的に管理するファイルを共有するシステム形態で、

一般旅券発行数の増加、特に昭和62年 度の.、 的 と いえ る、tc(330

に る に 十 文 几で るシステ ムを した

本システムは、膨大なデータを、全国に散在する拠点との間で送受信し、 しか

も短時間で処理するという大量 ・反復の定型業務処理システムであり、管理デー

タの重複保有を排除したという点で先進的なシステムであり、大きな成果をあげ

ている。(資 料5)

2許/、 許ペーパ ー レス システ ム

特許出願及び特許情報をデータベース化 し、出願から審査 ・審判 ・登録に至る

までの特許業務処理と民間への情報提供業務とをコンピュータを利用して効率的

に処理するシステム(資 料6)で 、昭和59年 度(1984年 度)か ら10年 計

画で構築してきたシステムである。

開発当初から、審査期間の慢性的な長期化への対策及び業務処理の効率改善が

急務であったが、本 システムの構築によって、昭和61年 度(1986年 度)に
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`ま、 ・1400
一
」

弍 た}㌔ の デ ー ベ ー ス

ー ビ ス こ'つ よ ▼ こた った ・5000 の 一一

デ ー ベ ー ス のユーザがデー して こ ロ に し

』

3)労 働省/総 合的雇用情報システム

昭和57年(1982年)か らの5ヶ 年計画に基づき、職業紹介、雇用情報提

供の機能の強化をはかるために、全国の公共職業安定所等への導入を開始 し、昭

和62年(1987年)5月 には、本システムによる職業紹介サービスを本格的

に実施 した。

中央(労 働市場センター)、 地方庁(都 道府県庁)、 公共職業安定所等にコン

ピュータを配置し、各階層のコンピュータが業務処理を分担 して処理するとい

う"分 散型 システム"を 実現 してい る。(資 料7)

本 システムは、大規 模 な コンピュータを用いな くても、小型 コンピュータの分

散処理によ り、業務の レスポンスの速さを損なうことな く、高度なネ ッ トワーク

を実現できるという事例でもある。

分散型システムにおいては、システム故障発生時で も、影響を受ける範囲が比

較的小 さくて済むという特徴を備えている。

本 システムは、雇用 という重要な社会的基盤を支えるシステムとして、今、大

きな成果を発揮 しつつある。

一9一



(2)従来の合理化業務への投資と新規投資分野の出現

ア センター処理方式による情報活用の限界と未活用の膨大な

電子データファイルの存在

大量のデータを反復 して検索 し参照 ・更新するという定型業務を、大型汎用 コ

ンピュータによるセンター処理方式で処理することにより、業務処理を高速化 し

効率化す るという目的は、前出の事例のように達成 し、多 くの成果を得た。

か たN"eシ ス ームliセ ン ー こ'た ・か

一
一 の 古 ・ こ が" の

足できる状態にはなっているとは思わない。

例えば、政策立案のために必要な情報を提供 し、行政のプランニ ング機能の高

度化を図る目的で、昭和47年(1972年)以 来、企業情 報等の省 内共用 デー

タベース群を整備 し、これ らのデータベースを検索 し利用するシステムとして構

築 している通商産業省/行 政情 報 システ ム(PPIS)(資 料8)が あ る。

通産省内において、PPISか ら引き出 して利用 でき る情報 には、大規模 ・中

規模の企業情報、貿易情報、資源情報、IEAエ ネルギ ー情報、世 界マ クロ/国

内マ クロ、OECD経 済 情報、産業連 関表、地域 情報、公害情報、 さらに地方通

産局別情報等がある。

シスーム ま セ ン ー のデー ベース いS

－一 ベー スの{い ご ナ"い こ っ い

い'{ い1" の 一 一 こ

の ナ ・ 言 サ い た い 二 い 、 ま

、 の ㊦ プ い 」 こ こ'つ こ

ていない 思 る

一方、従来の情報システムにおいて蓄積 したデータそのものについてみると膨

大な量のデータが、使用しないままに現存 しているという状況がある。
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の こ 一 た て い 寸'い とい 二こ と と は

な の い ア ー ル の ないで し いこんで

いるとい ワことの二つの が る

政策立案等の非定型業務分野における、より幅と深みのあるデータベース活用

が今後の大きな課題である。

イ 非定型業務への情報の高度活用による新規投資分野の出現

コンピュータの技術革新が一段 と進み、新 しい利用の仕方が可能 となってきた

ことから、 コンピュータの新 しい活用分野が出現 している。

それは、 の立 ・ 言・・論 結の 刑 に ・いて ユーザか

土に デ ー タ るデー 活 の である。

最近の技術進歩により、非手続型言語を活用 してネ ッ トワーク方式の分散処理

システムを比較的容易に実用化できるようになってきた。また、分散型データ

ベースに対 して、ユーザ側か ら容易かつ柔軟にアクセスする利用体制をつ くるこ

とが可能とな ってきた。

このことは、 これまで多大なユーザニーズが存在 していたにもかかわ らず、技

術的、性能的に乗 り越え られないという理由で手付かずであった業務、例えば、

、 のI」 こ'い て'・ ワー デー ベ ース こ

る と いvz－ に'}る
'に る こ

る 艮

、

ル
の 王で る
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2.重 要な政策決定のための 「情報の高度利用」

行政機関における情報システム化は、まず、気象庁の気象分析、総務庁の国勢

調査、経済企画庁の計量経済モデル分析等の膨大なデータ処理が必要な個別業務

の効率化、省力化を目的として始めた。

次に、年々増加する現業業務や各種許認可業務などの定型処理の効率化、サー

ビスの向上を目的に次々と個別業務のオンライン化を進めてきた。

これらの定型的な情報処理業務によって収集 ・蓄積 した情報は、その膨大な量

と、個別業務対応の趣旨とか ら、担当業務外へ流用し活用することは容易でない

ため、蓄積情報を有効に活用 していなかったと思われる。

しか し、今 日、21世 紀を展望 し国際社会との関係の中で、重要な政策を企

画 ・、 ・き し一 の 一 ・ した 二

三次的に高度活用する必要がある。

情報の高度活用によって初めて達成することのできる政策立案課題は、国際化

や国民生活等の視点から抽出しても直ちに多数の事例を挙げることができ、それ

らの課題は単独行政機関内の情報活用だけでは企画 ・立案 ・調整が十分にできな

いものと考えられる。

立一とい'刑'に ・'・な峰 は 旦 で ・苦 した のだ}

まプ
ノ=一

の 一一 ベ ー ス に τ 、

Aせ 二 こ し は"「 の －ff い ワこ ㊦ る

行政における情報の高度活用をいかにすすめるべきかの観点から、高度情報活

用の方向性を、政策立案課題を例に取って、以下に検討する。
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(1)政 策立案課題と高度情報活用の方向性(事 例)

ア 非定型業務としての政策立案業務

高度情報活用の方向性を政策課題で例示するために、 「～～問題」というよう

な、数ある今 日的な政策分野の中から①高齢化、②環境、③危機管理、④国際化、

⑤国民生活、⑥労働、⑦学術 ・文化、⑧学校教育、⑨行政改革の9つ の分野を抽

出した。9分 野における政策立案課題を想定 してみると66課 題にのぼった。

ここでは最初の①高齢化、②環境、③危機管理、④国際化の4分 野(39課

題)を 取り上げ、情報の高度活用の方法を探る。(資 料9、 資料10)

1)相 互に関連 し合う政策立案の視点

行政部門の情報化への要請の高まりに対応する4つ の政策分野①高齢化、②環

境、③危機管理、④国際化を、 「地域」、 「経済」、 「国民生活」、 「行政」の

視点から分類した。(資 料ll)

例えば、①高齢化における 「高齢化社会対応システム」 「高齢化社会対策」、

②環境における 「河川流域活性化システムの構築」等の業務は、1つ の視点に留

まらず、複数の視点から政策立案を進めていかなければならないことがわかる。

複数の視点から課題を捉えて政策立案業務を遂行するためには、担当部門内の

情報だけでは不足 し、部門 ・行政機関の壁を越え、さらに、民間、海外の多岐に

渡る情報を活用する必要がある。
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2
'1一 一

にまたがる課題

事例としての4政 策 分野39課 題 を、検 討 を担 当す る行 政機 関 との関連でみる

と、単独行政機関で解決す る課題は一つ もな く、一政策課題は、平均8.5省 庁 間

にまたが って いる。(資 料12)

例 えば、 「高齢者 ライ フスタイルの充実」をみると、高齢者の労働 といった面

か ら捉えると 「労働省」、高齢者の医療に関 しては 「厚生省」、高齢者の生涯学

習に関 しては 「文部省」というように、12の 省庁 にまたが った政 策課題 と考 え

る ことができる。

また、 「高齢者ライフスタイルの充実」課題の政策立案にあたって使用する

データに関 して も、労働省では 「高齢者就業実態調査」、 「雇用管理調査労働力

調査」等のデータを収集 ・使用 し、厚生省では 「国民生活基礎調査」、 「国民栄

養調査」等のデータを収集 ・使用する。

このように、政策立案担当者がどの行政機関に属 したとして も、 自機関保有の

データだけでは、 「高齢者 ライフスタイルの充実」に関する政策の立案 ・企画 ・

調整業務を十分に遂行す ることが難 しく、他行政機 関保有のデータを 自由に取出

し、活用す る必要に迫 られている。

事例 にみたように今 日的な政策課題 と各行政機関との関係か ら、 玉 、土Aに'

ls'の 三 は ての/"一 が に 連 しAい た ▽ 画 ・、

案 ・調整していくことが不可欠である。

そのためには、政策立案担当者が、自他行政機関の保有するデータを十二分に

活用できるオープンなネットワーク環境と、それらのデータを高度活用可能な情

報処理システム環境のもとで業務を遂行することが必要である。即ち、その前提

として、各行政機関保有データが、行政機関の枠を越えて流通することが必須で

ある。(資 料13)
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イ 行政機関間のデータ相互未活用

各行政機関が年間に実施する各種統計調査は、膨大な数にのぼる。

しかし、それぞれの調査データは、各行政機関ごとに使い方が多岐にわたり、

行政機関間の相互活用は活性化 していないと思われる。

その実態を類推する上で、前述の4つ の政策分野①高齢化、②環境、③危機管

理、④国際化から代表的な政策課題をそれぞれ数例抽出して、業務名、内容そし

て立案に必要な検討項目とそれに対応する各種統計調査資料を洗い出してみた。

(資料13～20)

①高齢化の政策課題事例 「高齢者ライフスタイルの充実」を例にとると、活用

すべきと思われる統計調査資料は、総務庁、労働省、厚生省、文部省、建設省と

各省庁間にまたがってお り、ざっと対応資料を抽出してみても31の データが存

在している。(資 料14)

しかし、これらのデータの全てを立案担当者が即時に入手するのは困難と思わ

れ、また担当者ごとに使い方がまちまちとなっていることが類推できる。

同様に、②環境の 「環境基本データバンク計画」、③危機管理の 「エイズ対策

計画」、④国際化の 「対外政策総合化計画」等についても、各行政機関にまた

がった膨大なデータと対応 している。 しかし、現状の行政機関ごとのデータ管理

こ'の 一 一 レベ ルIA、 つ ・ こ

集 ・活用 していると考えるのは難 しい。

行政機関間にまたがる膨大なデータを迅速に検索 ・収集分析できる新 しいネッ

トワーク ・データベースの早急な構築が、今 日的な政策立案の質の高度化のため

に望まれる。
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ウ 膨大な未開発 ・未整理データ

4つ の政策分野での各行政機関が保有するデータ抽出例で判るように、政策立

案のなかでは、各行政機関のデータを十分に活用 しているとは思われない。つま

り、現状では、政策立案業務に際 して、 目 ・ の膨 一なデー が 在 し

ていると想 で る

1)高 度活用し難い行政機関保有データの現状

●未電子ファイル化データ

各行政機関が調査によって得た統計データの中には、依然電子ファイル化され

ていないものも多い。

例えば、政策課題事例 「高齢者ライフスタイルの充実」に要する統計データの

電子ファイル化の状況をみると、必要であると想定する統計データ31の うち、

フ ル の のs'13 の3の12の 〔一 タ は し

て電子ファイル化 しないまま各行政機関が保存している。(資 料14)

同様に、他の3分 野の政策課題事例について電子ファイル化の状況を見ても、

多くの統計データが未電子ファイル状のままで各行政機関が保有 している。

●電子データファイルのデータベ ース化

電子ファイル化 している統計データであって も、その大部分はデータベース化

していない。例えば、政策課題事例 「高齢者 ライフスタイルの充実」に要す る各

種統計調査データのデータベ ース化を見 ると、必要な統計31の うちわずか に

データベ ース化 しているものは8に す ぎな い。(資 料14)

同様 に、他 の3分 野 の政策 課題 につ いて、 データベース化の状況を見て も、

データベース化 した統計データは数えるほどしか存在 しない。
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以上のように、各行政機関が保有 している多 くの統計データは、存在 して も、

必要に応 じて 自由に利用できる状態にはな く、情 の古固 のニーズに文 心

るL－ こ 々の の1の い な"の フ ル

ル して い デ ー はZ－ の 一一'

データベース化を進めることが急務である。

2)行 データ外の"・ データの未使用状況

自行政機関発生のデータだけではなく、他行政機関が保有するデータ利用が政

策立案業務に際 して重要であることは強調したが、同時に、本来利用 してしかる

べき民間あるいは海外のデータが、未活用のままであることも問題である。

●民間データの未使用状態

現状では、政策立案業務に際 しては、自行政機関内でのデータ利用が中心であ

り、新聞社等の民間の情報提供機関が保有 ・提供 しているデータを十分に利用 し

ていないと類推される。

例えば、政策課題事例 「高齢者ライフスタイルの充実」において、必要だが入

手困難なデータとして、 「ボランティアネットワークの状態、高齢者向け生き甲

斐講座、サークル等の状況(地 域別)」 を挙げることができる。 しかし、これら

のデータは各行政機関調査の統計データでは、カバーできないものであり、民間

の情報提供会社が保有 しているデータを購入 ・利用するなどして、的確かつ効率

的にデータを利用する必要がある。

「高齢者ライフスタイルの充実」という政策課題事例に要するデータは、数多

くの民間の情報提供会社が保有 していると想定できるが、ここでは、 「日本経済

新聞記事データベース(日 経NEEDS)」 より、一般紙、経i済紙から記事タイ

トルを検索 してみた。(資 料21～23)

一17一



この事例か ら判断できるように、新聞記事一つ とってみても、政策立案業務に

有用な数多 くのデータが存在 してお り、容易唖 ‖ ・能なデータがz－ に

よ ってλ されて いない'態 に ると想定 で る。

●海外データの未使用状態

民間のデータ利用と同様に、海外の先進的で有益な情報を即座に政策立案に利

用することもまた重要である。 しかし、現状では、十分に海外データを入手し、

利用しているとは言い難い状態にあると想定できる。

例えば、政策課題事例 「高齢者ライフスタイルの充実」において必要であるが

入手 し難い海外データとして 「高齢者高構成の諸外国の高齢化政策」が挙げられ

るが、これらは、各行政機関が保有 しているデータや国内での民間データベース

では対応できないものと思われる。

海外のデータベース化の進展状況から見ると、データベース先進国において、

政策立案業務に要するデータは量的にも質的にも充実 していると考えられるので、

国際関係にも十分配慮 しつつ、購入あるいは提携によって海外データを利用する

ことを検討すべきである。
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(2)必 要 なデ ー タと その整 備

政策課題 を思考 し、政策立案す る過程において、関連行政機関の保有す るデー

タはもとより、地方 自治体、民間や海外データも含め、必要 とす るデータは極め

て多 く存在 している。

こ'の ・'・ の 〔一 こ るZ－ が'の

ノ=一

そ の の 占か" に

め、より優れた政策立案に結びつけることが必要である。

今や、行政におけるデータの共通利用や共有化の実現は、ボーダ レス化、国際

化渦中の政策課題に取り組む者にとって緊急必須の用件である。具体的には、次

の2つ の手順で実現する。

まず、各行政機関が保有 しているデータベースのネットワークによる相互利用

を実現する。

次に、各行政機関がデータベース化せずに保有 している磁気データファイルを

速やかにデータベース化する。このデータベース化によって、30年 余に渡る、

業務合理化を目的とした情報処理投資によって蓄積してきたデータを、我が国の

将来を切り開く、貴重なデータとして、改めて活用することになるのである。

すなわち、蓄積情報をデータベース化することにより、これまで業務の合理化

を目的とした情報処理投資が、業務の質の高度化という時代の要請に直面 し、情

報の高度活用のための国家的資産データとして生き返ることとなり、いわば二重

の投資効果を産むこととなり、大きく評価することができる。

蓄積データのデータベース化について、次の事項を考察する。

・今まで蓄積してきたデータの現状

・膨大な蓄積データを、政策立案を中心とする非定型業務に従事する担当者

にとって使いやすい環境で利用に供する方法

・統計資料、文書等で存在するが機械による自動読み取り可能となっていな

いデータの扱い

・民間や海外のデータの扱い
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ア 既にデータベース化 されたもの 一セ ンター型か ら分散型へ 一

業務の合理化投資で蓄積 してきた副産物のデータを活用 し、政策支援型のデー

タベースシステムとして、非定型業務の利用に供する試みは、通産省の"PPI

S"の ように、既 に一部で実施 されている。

これまでに各行政機関が構築 した、行政データの有効活用を図るためのデータ

ベースは、 「各省庁データベース台帳」(平 成4年11月:総 務庁行 政管理局)

にま とめ られてい る。

本台 帳に よると、平成3年7月1日 の調査 時点で運用 中のデ ータベース277

の うち、他行政機 関へ の提供 につ いては、"提 供 できない"が143(51.

6%)、"一 部 データのみ提供 で き る"が83(30%)と な ってい る。

他行 政機 関へ のデー タ提供の際の条件及 び手続きは、"デ ー タ管理者の承認"

が条件 とな ってい る ものが50%以 上で あ り、手続 きで は、"文 書依頼"(36.

6%)、"申 請書"(29.1%)、"覚 書の交換"(20.9%)な ど何等 かの

申込か必要で ある。

また、提供形態は、オ ンライ ンによる提供は30(22.4%)し かな く、プ リ

ン トア ウ ト(紙)に よる提供62.7%、 またはオ フライ ン(MT,FD等)に よ

る提供42.5%が 、主流(以 上 、複数 回答)と な って いる。

現状で は、せ っか くデータベース化 しなが ら、ネ ッ トワークに対応 していない

セ ンター処理方式 と煩損な利用手続きのため、行政機関間のデータベース相互利

用 というには、ほど遠いと言わざるをえない。

既存のデータベースを真に非定型業務の利用に供 し、自由な活用を実現するた

めには、

・各省庁間のオープンネ ッ トワークの構築

・ プ1一 シ ン デー の ロ と る こめの 「一一 の

築

・デ ー ベ ー ス のCD-ROMぱ に よ るデ ー え 己
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などの分散利用かつマルチメディア対応のシステムが必須であり、実現に向けて

即刻着手すべきである。

イ 磁気 デ ータ ファイル のままの もの 一デ ータベース化 一

データベース化 してはいないが、磁気データファイル状で、各行政機関が保有

し、他の行政機関ヘファイルとして提供可能なデータが多数存在 してお り、さら

に、 これ以外にも整理すれば利用できるデータが、膨大に存在することが推定で

きる。 「各省庁保有磁気データファイル一覧」(昭 和61年3月:総 務庁行政管

理 局)に よる と、 昭和59年ll月 の調査 時点において、他行 政機 関へ提供可能

な磁気データファイルは、552フ ァイル存在す る。 その フ ァイル は、磁気テー

プ20,777本 、 デ ィスクパ ック37本 に収納 され、 デー タ総量 は約1.8テ ラバ

イ トに達 して い る。(資 料24)

この調査以 降、既 に10年 近 く経 過 してお り、現在 の総 量については推定する

しかないが、各省庁の有識者 にヒア リングを したところ、現在のデータ総量は、

当時の10倍 の約20テ ラバ イ ト程度(磁 気テ ープ20万 本 以上)と 推定 して も

おか し くな い。

こ"の 磁e－ フ ル は でデ ー ベ ー ス し1・ たデー

タ とす る ことが肝 要で ある。

ウ 入手困難なデータ ーデータの所在管理 一

政策立案や企画調整等の非定型業務にぜひ必要であり、入手できればさらに優

れた成果が期待できるにもかかわらず入手が困難なデータが存在する。

入手困難の理由は、デー が と と く 夫の三・ 、三。"・ と る の

ま"こ 、こ
、㊦ ㊦ 、日 い ワ2っ の 一 スs'"'
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このうち、少なくとも後者のケースへの対応策を確立することは、新規調査を

必要とするデータかどうかの判断資料としても重要である。

諸外国についての情報や海外データはもとより、国内の地方自治体やシンクタ

ンク等の諸機関が調査 ・収集 している各種の報告書やデータも、有効活用されな

いまま埋もれているものが殆どだと考えられる。これらの多 くは、公費によって

まかなわれたものであり、少なくともその所在管理については、即刻着手するべ

きである。

また、将来に向けては、情報高度活用の推進による"質 の高度化"を 目指す上

で、国家的見地に立って、各種情報やデータの整備についての抜本的な検討と、

検討のための体制確立を急 ぐべきである。

工 民間 ・海外 のデー タ ー購入 ・提供 一

「平成3年 度版 デー タベ ース台 帳総 覧」(通 商産業省 ・発行)に よれ ば、我 が

国で利用可能 なデータベースは、平成3年 度 には収録数 で3,768、 重複 収録分

を除いた実数ベ ー スで2,686と な り、5年 間で約2倍 の増加を示 してい る。

分野別 に収録データベース数を見ると、"一 般"27%、"自 然科学 ・技術"

30%、"社 会科学 ・人文科 学"4%、"ビ ジネ ス"39%で あ り、"一 般"に

分類 されて いるニ ュースや人物 関係を"ビ ジネ ス"に 加 える と53%と な り、 ビ

ジネス分野の データベー スの充実は堅調である。

また、注 目すべきことは、近年、国産データベースが着実に伸びてお り、利用

可能なデータベース全体の約33%を 占め るまでに至 って いる ことである。

これらのデータベースは、所定の導入手続きと利用 システムの設置だけで、利

用することができ、t`"'に よる 由 の－ffdがkる ことに よって

一一 ベ ー スの
い ワ Sい こ"ワs
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(3)技 術環境の進化による利用方法の拡大 ・深化

ア センター処理方式と分散処理方式との比較

1セ ン ー 処 理 エ に よ る コ ン ビュ ー1の

セ ンター処理方式 とは、 コンピュータセ ンタにあるホス トコンピュータか中心

となる方式で、すべてのデータは、センターのソフ トウェアで集中処理される。

エン ドユーザは、セ ンターへのアクセス権を得た後、所定の形式の手続き ・手順

に従ってキーボー ドを操作 して文字列を入力 し、センターへ要求命令(コ マ ン

ド)を 送信 し、 セ ンターか らデータを受信する。受信 した内容がエン ドユーザの

要求に合致 しなければ、上記の手続きを繰 り返すという方法がほとんどである。

この場合、見かけ上データはユーザに届けられ、サービスは提供された形式に

なってはいる。 しか し実体は、端末側での作業が単にセ ンターの処理結果を得 る

ための手続 きであるため、エ ン ドユーザ自身は端末の椅子に座ることを敬遠する

ようにな り、キーボー ド操作 に堪能なオペ レータが代行することが多かった。

セ ンター処理方式は、コンピュータ及びネ ッ トワークの性能、価格、大きさ等

の制約の中で、最大限コンピュータを活用 しようとした方式であるが、エ ン ド

ユーザのデータ活用ニーズに迅速かつ柔軟な対応が しに くいため、分散処理方式

か可能 となつた現在では、従来のセンター処理方式による一 主主は の

古 さまたげる の となっているといえる。

2 理 工 によ る コ ン ピュー タ1イ メ ー ジ

分散処理方式 は、 コ ンピュータ及びネ ットワークの性能向上、価格低減、小型

化、標準化の推進等によ り可能となった処理方式である。

コンピュータは、スーパ ーコンピュータ、大型機か らワークステーション、パ

ソコンまで必要な機能に合わせて設置 し、 コンピュータ相互をネ ッ トワークを介

して接続する。データベースは、必要なところに分散 して存在することになる。
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ユーザは、 自らの必要に応 じネ ッ トワークを介 して必要なデータベースにアク

セス し、必要なデータを入手 し、 コンピュータで活用する。

ユーザは、 自分の前にあるパ ソコンやワークステーシ ョンを用いて自由自在に

データの加工を行えるのである。ユーザは、センター処理方式の制約か ら解き放

たれ、コンピュータ利用上の独立性と柔軟性を享受することができる。このこと

は、情報のパ ーソナル化 ともいえる。

センター処理方式と分散処理方式の主な特徴を対比して表3に 示す。

表3セ ンター処理方式と分散方式

比較項目1セ ンター処理方式1分 散処理方式

利用の主導権 セ ンター

(セ ンターの許可)

ユ ー ザ

業務の適性 反復、大量処理の定型業
務

政策立案等の思考支援処
理の非定型業務

利用方法 あらかじめ設計し作 り込
んだ利用方法に固定

エンドユーザによる自由

なデータ加工等の業務へ

柔軟な対応か可能

故障発生時のシステムへ
の影響

システム全体に波及(シ
ステム全体の停止)

異常箇所に限定、局所化
(システムの運転は継
続)

処理内容の変更 セ ンターのソフ トウェア

の修正を要するため、時

間 ・労力 ・コス トが必要

エン ドユーザでの迅速 ・

柔軟な変更が可能

その他 集中処理によるホス トの

負荷が大きい

処理及びデータの分散

ネ ッ トワークが前提
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イ 分散処理方式を支援する技術革新

111ム の パ ー ソ ナ ル ユ ー ス る ウンサイジング

従来大型計算機で行われていた処理の一部または全部を、より小型のワークス

テーションやパソコンに移行させることを可能にするのがダウンサイジング技術

の成果である。その結果、いつでも好きな時間に身近なコンピュータを駆使 し、

由 の し
に 工 ることか 王 るわけである。

2`由1し' に る オ ー プ ン シ ス テ ム と'・ ・ トワ ー

オープンシステムは、特定のハー ドウェアベ ンダにとらわれず、ユーザが、最

適のハー ドウェア、ソフ トウェア、ネ ッ トワークを組み合わせ、 自由な システム

利用環境を作 ることを可能とするものである。

プログラムの移植、 システムの相互接続、マ ンマシンインターフェースの統一

が実現 し、 なった システム の が ロ北 となることか'び びノ'

の 主 流'が ロ になるわ けであ る。

また、従来のセ ンター処理方式は、独 自OS上 のオ リシジナル ソフ トウ ェアを

開発 して、利用するため、ネ ッ トワークの拡張、情報機器の増設や更改に も限界

があり、特に、他機種上へのプログラムの移植やデータの継承が困難であった。

しか し、今後は安価、高品質でユーザフレン ドリィな汎用パ ッケージソフ トが

Ω'る ので よ コス トで ム な 直'1が ロ('laとなる これ に

伴 い、 ソフ トウ ェア業 界は従来の一品生産の体質か ら情報の高度活用ニーズに即

した 画Z－ い 古 口 の'エ 痴 去 の が

必要となる。

3「f:'・ ・立 士 た 王 豊かなマルチメデ ア

コンピュ一夕は、従来は、数値とテキス トを取 り扱 う主なデータとしていたが、

高機能化によりグラフィックや音声を も取 り扱えるようになった。
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このマルチメディア化によって、 コンピュータの取 り扱う情報が質的に向上 し、

ヴァーチ ャル ・リア リテ ィー(VR:仮 想現実)の よ うに感性 デー タ もあつか う

ことができるようにな った。

今後、行政情報 も情報の種類が多岐にわたることか ら、より旦かな 由 に

よ り、情報の高度活用を促進することが可能となる。

4)コ ンピュータ技術革新の利用事例

コンピュータ技術革新のもとで、その新 しい利用方法を駆使 して実用化を促進

している事例は多い。 ここでは、オープンシステムとネ ッ トワークを利用 した危

機管理 システムとして 「石油緊急時対応情報ネ ッ トワークシステム」の事例 と、

草の根型ネ ッ トワークシステムとして 「K-NET」 の事例 とを紹介す る。
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A.[石 油 緊急 時対応 情報ネ ッ トワーク システム]

昭和63年(1988)6月 の石油審議会の答 申を うけて、 この 「石油緊急時

対応情報ネ ッ トワークシステム」が構築 された。

本 システムは、 日本の全石油精製 ・元売会社 とガソリンスタン ド(SS)に 設

した 、'セ ン ー へ る い ま 、 に1ル ム'

こ る なデー し こ によ に ご'

立つ情報を出力す るものである。

本 システムは、最新の ワークステーションとWindows、MS-Exce

l等 のユ ーザ ・イ ンタフ ェース向上を考慮 した ソフ トウェアを組み込む ことに

よって、ユーザがワークステーションやパ ソコンと対話 しなが らデータを引き出

した り、加工 した りする際の操作性の向上を図った。ユーザは、処理言語等に縛

られず、キーボー ド入力せずに、画面上のカーソルをマウスで操作するだけで、

データを自由自在 に分析 ・加工することが可能になる。

現在、(財)石 油産業活性化 セ ンター(PEC)に 、 システムの運営を委 託 し

てい る。

本 システムは、40製 油所 、約1,000油 槽所及 び約60,000のSS(こ

の うち、17,000店 がオ ンライ ン接続 済み)か ら、原油、ガ ソ リン、 ナ フサ、

ジ ェッ ト燃料、灯油、軽油、A・B・C重 油に係 る入 荷、 出荷、生産 、販売在庫

の情報を収集 している。(資 料25)
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B.[K-NETシ ステ ム]

K-NETは"カ ラー画像 と簡 単な操作 で、 ア ミュ一一ズメン トか らビジネス ・

公共情報までさまざまな情報を満載 した全 く新 しいビジュアルパソコン通信で

す。"と い うキ ャッチ フ レーズで登場 したシステムである。その資金は公的セク

ター(県 等)(55%)と 民 間セ クター(45%)か ら集め られ、 システムの運

用は(株)ケ イネ ッ トに委託 してい る。

同社 は、平成2年10月 に設 立 した、神奈川県 内及 び県 ・東京都間における第

二種電気通信事業者であ り、その経営理念は 「生活者(消 費者)と 生産者(財 ・

サー ビスの供給者)を つな ぐ情報 通信基 盤を整備 し、(か ながわ)県 民の生 活の

質 向上 と地域経済の発展に貢献す る」となっている。

K-NETに 入会す るこ とによ り、モデ ム と通信ソフ トが無償(10万 台 限)

で貸与 され、家庭 にパ ソコンと電話回線さえあれば、身近で暮 らしに役立つ多種

多彩なK-NET番 組 の情報 をパ ソコ ン通信サ ー ビスと して受けることが可能に

なる。

加入 したユーザがK-NETの 番組 と情報を活用すれ ばす る ほど、ユーザ側の

情報 も、K-NETシ ステムに蓄積 され るため、 「K-NETの デ ータを利用す

るユーザ 自身が、実はK-NETの 新 しいデータの提供者 で もある」という相乗

効果を現出してお り、その意外性は、今後の新 しいデータベースの構築のあ り方

を示唆 していると言えよう。

また、K-NETシ ステ ムは、全 国初 の カラー図形パ ソコン通信であり、特に、

主婦 ら女性によるパ ソコン通信の大いなる利用を普及 させるべ く、女性能力活用

のためのパ ソコン通信教室等の教育にも力を入れている。

以上のように、K-NETは 最新の技術によって地域や生活に密着 した楽しい

番組を満載したデータが、地域に生活する人々によって身近な形で活用されるこ

とを実現したシステムと言えよう。(資 料26)
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ウ 必要なエ ン ドユーザ及 びサプライヤーの認識の変革

今後、エ ン ドユーザは もっと飛躍的にかつ戦略的にデータを活用する必要かあ

る。

前出の ように、 コンピュータ技術の変革は目覚ま しく、ユーザインタフェース

が向上 し、分散処理方式実現のための技術環境が整いっっある。なかでも、従来

のセ ンター方式に必要な専門手続言語等を介さず、ユーザは手続言語のことを全

意趣せ にデー 土にデザ ンし るこ が可能となることは、

コンピュータ活用における一大革命 といって も過言ではない。従来と全 く違った

る と い"こ ユ ーザ が っ 、 ナ'}ま

⊇

ユーザが認識すべきことは"デ ーダ であって、"コ ン ピュータ"で はな い と

い うことを理解す る必要がある。即ち、ユーザ側の認識の転換である。

このように、エ ン ドユ ーザが手続言語の習熟等に時間を費やすことな く、政策

課題に必要になるデータ収集などの、より重要なことに集中できる環境を作 り出

すためには、サプライヤーサイ ドのシステム提案や教育方法における意識の変革

が求め られる。

即ち、パ ーソナルユースとして、 土にデータを目 し、 るため

に は 一一 の の ロ の 一』 ロ に ユ ーザ して の

思想の亦 が、 で その 本 環 も さ τな}τ ば な'な い 。
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(4)情 報の高度活用のための初期投資

情報の高度活用のために、表4に 示す前提条件 の もとに、 図1の イメー ジの シ

ステムを構築するとした場合の初期投資額の概算を見積もると表5と なり、約5

兆 円の初期投資が必要になると思われる。
注1)現 行の大量 ・定型 ・反復業務への電算化システムとは別の情報高度利用システ
ムの構築を前提とする。

注2)既 存情報 システムは、当初は併行利用を前提とし、順次、新システムの構築進

行に従って移行する。

表4初 期投資の前提条件

Na

1

つ
]

3

4

事 項

組織等の前提条件

パソコンの設置台

数

サーバと主な用途

ヨ
な
シ
主
一
と
テ
)
ス
S

ク

W
－
(

途

ワ

ン
用

内 容

中央
・中央管理 センター:24省 庁(大 臣の存在 す る省庁)

・内部部 局,部等:235ヶ 所(官 房 ・局等134,部 等101)
・課:1 ,500ケ 所

地 方
・ブ ロ ック機 関:240ヶ 所

・府県単位機 関:600ヶ 所

職員:58万 人

(こ こでは、国家公務 員約117万 人の うち、特別 職
・33万人 び の約8割 の ・26万人 除 く)

政策立案 に携わ る職員一人!台 配置す る
・職員 の80%と す る。

・58人 ×0.8=47人(ム)
・高 速演算サ ーバ:大 規模 演算 の高速処 理、 シ ミュ レー

ション
・APサ ーバ:汎 用パ ッケ ー ジソフ トの利用 による各種

.解 析、 計算 処理
・DBサ ーバ:各 種 デー タベ ースの構築、公 開、所在管

理
・グラフィックサーバ:イ メー ジデ ータの作成 支援

・BBSサ ーバ:メ ール、電 示

・DB用WS:分 散DBの 構 築 、 デ ー タベ ー ス検 索

・AP用WS:汎 用 パ ッケ ー ジ ソ フ トの 利 用 、 ソ フ ト

ウ ェア 開 発
・グ ラ フ ィ ックス用WS:イ メ ー ジデ ー タの 作 成

・X端 末:汎 用パ ッケ ー ジ ソ フ トの 利 用 、 ソフ トウ ェア

の 発
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5 ネ ッ トワークの構

築

・省庁ネ ッ トワーク:省 庁 聞及 び省庁 と地方局 との間を

接続
・FDDI:基 幹LANと してセ ンター と各課 との 間を

接続
・イーサーネ ッ ト:支 線LANと して 同一 フロア内の各

機器 を接続

6 基盤ソフ トウェア
の主な内容

・システムソフ トウェア:デ ータベ ース管理、 ネ ッ ト

ワー ク管理、セキュリテ ィ管理、 システム

管理、運用管理、 トランザ クションマネー
ジャー

・業務処理 ソフ トウェア:OA関 連業務 、意思決定 支援

・ツール:ソ フ トウ ェア開発支援 、イ メー ジデータ作成

支援
・文房具:ワ ープ ロ、表計算

7 データ移行の考え

方

・従来埋 もれていたデータ及び現在紙ベースで保有 して

いるデータのデータベース化(へ㌧ハ㌧ レス化)を 行 う

システム構 築を次 の様 に、 イメージした。

① 中央管理セ ンター:情 報公 開用DB,高 速演算,AP,グ ラ フ ィックス,

BBS各 サーバ を設置す る。

② 官房 ・局 ・部及び地方ブロック機関:

DB,AP,BBS,グ ラフ ィ ックス各 サ ーバ を設

置す る。

③ 本省各課及 び都道府県:フ ァイルサ ーバ,お よびDB,AP,グ ラ

フ ィ ックス各 ワー クステー シ ョンを設置する。

なお実際の投資額決定においては、それぞれの省庁 ごとに設置台数等の精査が

必要である。
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表5初 期投資額の積算

項目 台 数i単 価 り、 計1合 計金額

ハー ドウェア 5499.4億 円

パソコン 47万 台 40万 円/台 1880億 円
X端 末 13115台 100万 円/台 131.2億 円

ワラステ一泊ン(DB用) 4595台 600万 円/台 275.7億 円

ワークステーション(AP用) 2ユOO台 600万 円/台 126億 円
ワ一物ステーション(グラフィック用) 2599台 800万 円/台 207.9億 円 (小計)2620.8億 円

APサ ーバ 499台 1億 円/台 499億 円

BBSサ ーバ 499台 4000万 円/台 199.6億 円

DBサ ーバ 475台 1.5億 円/台 712.5億 円

情報公開用DBサ ーバ 24台 2億 円/台 48億 円

高速演算サーバ 24台 10億 円/台 240億 円

グラフィ ックサーバ 499台 1億 円/台 499億 円

プアイルサーバ 4200台 500万 円/台 210億 円

システム監視端末 998台 400万 円/台 39.9億 円 (小計)2448億 円

ネ ッ トワークプ リンタ 998台 1500万 円/台 149.7億 円

カラープ リンタ 2599台 1000万 円/台 259.9億 円
ページプ リンタ 4200台

i

50万 円/台 21億 円 (小計)430.6億 円

基盤ソフ トウェア 15094.5億 円

Il

パ ソコンi47万 台{60万 円/台i2820億 円

ワ一物ステーション(DB用)14595台

ワづステーシ・ン(AP用)i2100台

400万 円/台{183.8億 円

3億 円/台i6300億 円

ワー吻ステーション(ク"ラフィック用)12599台 1億 円/台,2599億 円 (小 計)11902.8億 円
1

APサ_バi499台
…

2億 円/台1998億 円

BBSサ ーバ 499台 1000万 円/台i49.9億 円

DBサ ーバ 475台 2億 円/台i950億 円

情報公開用DBサ ーバ 24台 2億 円/台'48億 円

高速演算サーバ 24台
i

2億 円/台48億 円

グラフノ ックサ ーバ 499台 2億 円/台i998億 円

システム監視端末 998台 1000万 円/台199.8億 円 (小 計)3191.7億 円

データ移行 、5390億 円

|

各課i2100ヶ 所

各局センターi475ヶ 所1

2億 円/台4200億 円1

2億 円/台1950億 円

1

各中央センター124ヶ 所 10億 円/台}240億 円
' `

ネ ッ トワー ク ユ2279.5億 円

省庁ネッ ト 1 1000億 円 1000億 円

FDDI 499 20億 円 9980億 円

イーサネ ッ ト 2599 5000万 円 1299.5億 円

1

ハー ドウ ェア 、基盤 ソフ トウェア 、データ移行 、ネ ッ トワーク計 }38263.4億 円

ll

研 修費 ・58万 人1100万 円'5800億 円 5800億 円
ト

合計金額 44063.4億 円
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3.・ 、立 に ・か っ て の`u・ な 一1造

(1)行 政の情報高度活用システム実現による波及効果

行政の情報高度活用システムを構築し、利用促進することにより、従来のサプ

ライヤー側のニーズからの需要喚起ではな く、ユーザニーズに基づいたデータの

高度利用を促す新規需要の創造が実現する。

この新しい情報活用方法が実現することにより、行政内部や産業界さらに国民

生活に対 して多大な波及効果を期待できる。情報高度活用システム構築のノウハ

ウをはじめ、データベース開発ツールの整備、価値あるデータベースのオンライ

ン化、ソフ トのパ ッケージ化による一般提供等その価値は広 くて深 く、オ リジナ

リティに富んでいる。

その波及効果の範囲を想定すると、大別 して以下のとおりである。

ア 中央行政機関導入ノウハウの地方行政 ・自治体への移植効果

中央行政機関におけるデータベースの充実、行政情報高度活用 システムの構築

は、地方 自治体への多大な移植効果が期待できる。 システム構築 ノウハ ウの移植

は、 コス た ロ に 地 ム に'1古'シ ス

テムの並'る で あ"

また、 中央行政機 関の データベ ースの充実は、直接 ・間接的に業務が リンクし

ている地方行政 ・自治体のデータベースの価値を高めることとな り、且溜 杢全体

にSlる デー ベ ー ス ヒ'1ヒ ることがiRlで る

さらには、付加価値の高い情報は、地方自治体を窓口にした民間への公開、提

供を試行することになろう。
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イ 情報産業界へのノウハ ウ提供による新規需要の喚起

1)行 政 にお けるデ ータフ ァイル のデータベース化の過程で、データベース化の

ためのデ一夕 エ ツール デー ツールが される 現在、民間ではこれ

らの整備が不備なため、ツール開発を しなが らデータ加工を しているので費用と

時間がかか っている。行政においてデータベース構築の技術的イ ンフラを整備す

ることによ り、これ らツール開発の コス トダウンが図 られることとな り、民間に

おけるデータベース化、電子出版は大いに活性化 してい くものと思われる。

2)行 政機 関のデ ータベ ースを民 間に公開、提供すれば、民間の工夫努力、競争

によって、付加価値をつけ、有用で利用 しやすいデータベースの商品化が可能 と

なる。これは一方では、重要な国家資産の活用であり、他方ではデータベース業、

情報サービス業、 ソフ トウェア業の活性化を促すことになろう。

また、そのように付加価値の高まったデータを行政機関が再利用す るという好

循環 も期待 される。

3)ソ フ トウ ェアが充 実 し、新 しいユ ーザニーズを喚起することによって、その

対応 としてハー ドウェア ・通信の新規需要を相乗的に喚起す ることとな り、情報

通信産業全体が活性化 してい くと思われ る。

ウ 一般民間企業への拡大効果

国や地方 自治体 におけるデータベースの充実や、新 しい情報活用 システムのイ ン

フラ構築は、¢培 主 システムの 准と活 ・化による企業経営の高度化を促すこ

ととなろう。
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またデータベース業界の活性化 は、 企 か る八的 値の るデー

タベースの公開を促進することとなり、各民間データの相互流通の拡大が期待で

きる。

工 国民生活への情報化波及効果

データベース中心の情報インフラ整備が実現すると、質的な行政サービスが飛

躍的に向上 し、景気刺激への効果が期待できる。家庭における情報端末設置も普

及し、国民の情報化生活を促進することとなる。

(2)知 的資源データベースの新たな概念形成と活用への模索

ア 知 的資源 デー タベ ースの概念 形成

行政の高度情報活用の前提となる情報は、現在のところテキス トデータが主体

である。 しか し、情報技術と情報利用の多様化がさらに進展しつつあるなかで、

医療や環境の分野を中心に仮想現実(VR)の 具現化、感性データの収集や利用

が進みつつあり、情報利用と情報そのものの質的変換が著 しい。

それゆえ、知的資源の範囲をさらに広げ、新たなる概念形成のもとに、利用で

きる情報(知 的資源)の 収集、蓄積、流通及びユーザ側のニーズを充分に検討し

なくてはならない。
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イ 知的資源の実態把握と知的資源の新 しい活用方向への模索

新 しい概念形成に基づいた知的資源の活用には、まず行政内部を中心に知的資

源の所在 ・特徴及び利用形態などを分析 ・把握し、社会の発展に沿ったデータ

ベースの高度利用及びシステムのあり得べき姿を明確にし、新 しい情報需要と利

用形態についての検討に入ることが必要である。

以上
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〈情報高度活用調査委員会 委員名簿〉

委員長 大橋 有弘 明星大学 人文 ・社会学部教授

委員 伊藤 公紘 文部省 学術国際局学術課 主任学術調査官

岩淵 幸雄(学)都 築関東学園 東京簿記情報ビジネス専門学校

講師

上野 滋(有)ス タットラボ 代表取締役

内田 和義 新エネルギー・産業技術総合開発機構 総務部総務課

システム開発室長

岡崎 保夫 通関情報処理センター 海上システム部長

小沢 大二(財)日 本国際協力システム 専務理事

古口 信一 日本IBM(株)顧 問

笹島以左秩 東京簡易保険事務センター 電子計算部長

佐藤 安夫 ロゴヴィスタ(株)常 務取締役

高森 国臣 総務庁 行政管理局行政情報システム企画課課長補佐

松田喜久雄 総合警備保障(株)技 術業務本部

技術部取締役部長

渡辺浩太郎(社)行 政情報システム研究所 理事事務局長

渡邊 龍雄(財)デ ータベース振興センター 専務理事

奥住 啓介(財)デ ータベース振興センター 振興部長

幹事 藤井 英貴(財)デ ータベース振興センター 担当部長
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資料1 国 の 行 政 機 関 に お け る コ ン ピ ュ ー タ 利 用 の 推 移

台数(台)

6,000

5,500

5,000

4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

台数

設置金額

運用経費

年

度

運用経費(億 円)

設置金額(億 円)

5.716

7,277

5'109

4.91。..一 ・5.1322・923

4.9165・0172・622,'・2.623 '

2.3832.418"
2,451

2.247運 用 経 費
。02.081

1,899,01,899

剛 、651'・-
1.3T91・5231.3871

.5111 ,449

1,141242

1,209t1.177

㌧㌢L∵ 回＼ピ
24-371380403

75767778798081828384858687888990

要員(人)

8,000

7・o
,oo

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

出典:情 報化白書1992(財 団法人 日本情報処理開発協会編)
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資料2 国 の 行 政 機 関 に お け る オ ン ラ イ ン処理 機 設 置台 数 の推 移

オ ン ラ イ ン機

(台)

1,250

1,200

1,150

1.100

1.050

1.000

950

900

850

800

750

700

650

600

550

500

450

400

350

300

250

200

150

100

50

L240

ンフ ン

端末装置

58,382

55,433

47,432

♪45,529

オ ン ラ イ ン

端 末 装 置(台)

90,000

80,000

70,000

60,000

50,000

40.000

30.000

20,000

10,000

0

707172737475767778798081828384858687888990(年 度)

70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90

オ ン ライン機の割合(%) 19.322.5 24」 28.8 41.7 42.3 47.5 54.3 54.6 61.366.8 67.4 69.9 72.0 72.4 72.5 72.785.6 86.5 88.4 89.4

オン ライン端末の伸び率(%)
一 一 一 一 一 一

'一
22.8 13.753.5 64.148.2 46.1 29.9 4.2 16.9 5.3 24.1 2.4 3.9 7.1

出典i情 報化白書1992(財 団法人 日本情報処理開発協会編)
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資料3 日本人海 外 旅行 者数 の推移(出 国 者 ベ ー ス)

(万人)

800

昭和3940 45 50 55

7.500.000

(予 想)

6.832.000

(見 込 み)

60616263

年

出典:行 政と情報システム(社 団法人 行政情報 システム研究所)
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資料4 一 般 旅 券 発 行 数 の 推 移(除
在外公館発行数)
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・
1

外

国
為
替
管
理
面

に
お
け

る
業
務
渡

航

の
自
由
化

87・58814T
.738

63,952

118667

255.399

473,410

321.674202
.990

0

45

・
12

・
1

旅
券
法
改
正
法
施
行

856、611

644.684

1.547.490・

1.735.998

1.980.543

2.289.619

3,308.918

2、664.673

2.388.724

1・931・2422
.095,697

1.988.680

1,8!8、49j1・830・265

1.554.377

1・331・6001
.3111843

1.076.029

3738394041424344454647484950515253545556575859606162

年

出典:行 政と情報 システム(社 団法人 行政情報 システム研究所)

資料5 昭 和63年 度 旅 券 デ ー タ伝 送 シ ス テ ム 回 線 網 昭 和63年6月 現 在35都 道r}県
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資料6 ペ ー パ ー レ ス シ ス テ ム の ト 一 夕 ル イ メ ー ジ
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お
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人
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出典:行 政と情報システム(社 団法人 行政情報 システム研究所)



資料7総 合 的 雇 用 情 報 シ ス テ ム の 全 体 構成 図
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資料8 PPISの 利 用 体 系 図

省 内 共 用 デ ー タベ ー ス 群

企 媒 情 報

貿 易 情 報

経 済 情 奪口

地 域 情 報

産 業 情 報

資源エネルギー
tg報

技 術 情 報
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(汎 用)
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(汎m)
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o－ カ ル ・

フ7イ ル

帳 選

分折システム
(時系列分折)
(行列演算)
(経済モデル)

集計システム
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経 企 庁
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政

康

情
…

組

シ

ス

テ
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ガ

イ
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端

末
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用

者

外 部 商 用
デ ー タ ベ ー ス

総 務 庁

デ ー タ ベ ー ス
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用
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出典:行 政と情報 システム(社 団法人 行政情報 システム研究所)
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資料9 政策分野例別政策課題例集計表

政 策 分 野 例 政策課題事例数

① 高齢化問題 10

② 環境問題 7

③ 危機管理 6

④ 国際化 16

⑤ 国民生活 5

⑥ 労働問題 4

⑦ 学術 ・文化 4

⑧ 学校教育 6

⑨ 行政改革 8

合 計 66
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資 料10政 策 課 題 事 例 個 票

① 高 齢 化 問 題

業務名 高齢化社会における経済成長の維持
部署

内 容

西暦2020年 頃の高齢化社会における生産年齢人口確保のため、65歳 以
上の高齢者が軽労働でも付加価値の高い生産活動が可能な生産システムを開
発する。

業務名 労働問題に関する研究の推進向上
部署

労働情報センター

内 容
労働問題の研究基礎の整備。
労働問題の複雑化、多様化に対応した研究推進。

時期

平成6年 度

纏
業務名 全国都道府県別賃金 ・失業率 ・所得生活パターンチェックシステムの構築 統計局 国土庁

労働省 経済企画庁

全国 ・産業別 ・地域別の人口 ・労働力の状態をチェヅクすると共に、物価 と
時期

内 容 の関係を合わせて分析 して、当該地域の経済状態を把握 し、関係省庁 ・企業 早期に
・団体に情報を提供する。

部署

業務名 安全で安心な生活確保対策 警察庁 消防庁
厚生省

安全で安心して生活を楽しめるためには、治安水準の確保が基本である。さ
時期

内 容 らに進めて、高齢化社会を迎えて、特に、老人の 「心」の平穏さを維持する 早期に

施策、少年施策を推進する。

業務名 家庭の情報化の推進

部署

内 容
ファクシミリ付きワープロ ・パソコンを家庭に低価格で リースし、生活情報

の提供のほか、国や地方自治体からの広報配信、苦情処理等、家庭に居なが

らに して情報の受発信を可能とする。

時期

一一47一



業務名 行政サービス一元化計画の推進

部署

内 容
許認可事務、国民の各種登録事務の複数窓口を一元化することによって、国

民サービスの向上、経済活動の支援を目指す。

時期

業務名 都市内文化施設見学システム(一 般人 ・身障者)
鰐

内 容
モデル都市を選定 して圏域内の文化施設へ自宅から行く道筋を画面でヴァー

チャル ・リアリティ技術を用いて案内し、実際の文化施設内の状況を事前に

見学できるようにする。特に身障者に便利なように案内する。

時期

業務名 高齢化社会対応システム
略

内 容
高齢化社会を迎え、高齢者対策の一環として、再就職、職業訓練、成人教育

、高齢者医療、在宅ケア、等に関する情報を国、自治体等の窓口を通 し、提

供、サービス、相談に応 じる。

時期

平成6年

業務名 高齢化社会糠 一[纏 鱗 §の崖端 宣
部署 自治省 科学技術庁

労働省 通産省 厚生省 警察庁

文部省等
z

時期
日本の高齢化社会は、急速に確実に進んでおり、労働力が不足し、国力が低

内 容 下する恐れが大きい。この対策としては、高齢者労働力の活用の他に、効率 早期
化、合理化が必要 であり、サービスに対する意言説文革も必要 である。

また、増加する要保護 ・要介護老人に対する対策も課題である。

業務名 高齢化ライフスタイルの充実
部署総務庁

内 容
高齢化社会の到来と共に、高齢者のライフスタイルも多種多様になるが、そ
れぞれのニーズに応 じた的確な改善の展開が社会の発展にとって重要である

時期

90年 代

一一48一



② 環 境 問 題

業務名 地理総合システム 部署:全 省庁(主 管庁;国 土庁他)

以下の情報を管理可能とするシステムを開発する
1992年 版 現代用語の基礎知識

1179-1184頁 参 照

国立地図学博物館構想:社 会 ・学術用として

学術会議1989年4月
一般地図、地図画像、景観写真、衛星写真、地理情報、地理書

地図関連統計

ハイテク地図:コ ンピュータで処理可能なデータによる地図

コンピュータ ・グラフィックス用;自 由な方向 ・角度からの

鳥緻図
航空 ・航路 ・航法管制用

地理情報:建 築学、農業経済学等の各種経済学等用

内 容 :地理的空間のデータ(広 さ、長さ、方向、高さ、深さなど) 時期:随 時

:地理的時間のデータ(過 去の、現在の、未来の)

:気 象 ・気候、人口密度、職業 ・産業構造、時間距離色彩景観、

環境問題等のデータ

:国土の自然条件(海 岸線、地形等)、 社会 ・文化条件(行 政界

、土地利用状況、交通路、集落等)

住宅地図:ゼ ンリン;説 明省略

地図情報システム:マ ルチレイヤー;CD-ROM

その他:防 災地図、災害予測地図、環境地図、レジャー地図、都市圏交通

情報、地下埋没物情報 他

業務名 河川流域活性化システムの構築 部署 国土庁通産省
運輸省 農水省 他

内 容
河川に沿って通信システムを構築し交流を促すと共に上流から下流にかけて
産業 ・社会機能の配置について国 ・都道府県 ・市町村に提案する。

時期

業務名 経済技術協力の促進、拡充計画
纏
外務省

内 容
わが国の途上国に対する援助を効率的、効果的に実施するための基礎情報の

整備。

時期

平成7年
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部署
業務名 食料生産等安定化のための宇宙開発利用

時期
気象衛星、地球観測衛星、資源探査衛星、スペースシャ トル、GPS等 から

内 容 得 られる膨大な情報を基に、農業、水産業、林業に支障をもたらす要因を早 平成7年

期に把握 し、食料生産等の安定化を図る。

部署
業務名 地球環境問題

時期
地球温暖化、オゾン層破壊、酸性雨などの地球環境問題は人類の経済活動や

内 容 エネルギー環境保全と不可分であり、経済成長、エネルギー環境保全の三位
一体 とした対策が必要。

部署
業務名 自然環境保全のための宇宙開発利用

時期
地球観測衛星、資源探査衛星、スペースシャトルから得 られる膨大なリモー

内 容 ト・センシング情報等により、常時、国土を監視 し、自然環境破壊の早期発

見、原因究明、対策案の策定等を行う。

部署
業務名 環境基本データバンク計画 環境庁、気象庁

時期
近年における環境問題は自己内に影響するだけではなく、周辺国に影響を与

内 容 え、また影響を受けることから、関係データは国による把握を行う必要があ

る。又、アジア、太平洋地域の衛星利用による災害監視システムを開発運用

す る。
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③ 危 機 管 理

業務名 危機管理対策
部署

内 容
時期

業務名 総合安全保障データ整備計画
部署
内閣調査室

内 容

わが国の国際貢献を始め、国際関係全般にわたる基礎情報を収集、分析、利
用し総合安全保障政策の立案に寄与する。

時期

平成6年 頃

業務名 各国ウィークポイントのデータ整備
部署

内 容
時期

業務名 国際機関の人脈、国際機関についての人材登録
部署

内 容
時期

業務名 人物情報(テ ロ、犯罪の防止)
部署

内 容
内外の人物情報の収集 ・検索。

麻薬 ・拳銃等の犯罪に関係する組織(テ ロリス トを含む)を 構成する人物の

氏名、疑名。

時期

業務名 エイズ対策計画
部署 厚生省

内 容 エイズ予防、患者、感染ルー ト等、効果的対策を実施するためのネットワー

クシステム。

時期
平成6年
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④ 国 際 化

業務名 対 日イメージ世論調査
部署

外務省

内 容 わが国に対する各国、各界のイメージ等を時系列により調査 し、認識の改善

のための基本データとする。

時期
平成6年

業務名 日本の正しい理解と経験の提供
部署

内 容 海外への積極的な情報の提供。
海外からの労働関係情報収集。

時期
平成6年

業務名 留学生交流計画
部署

内 容

文部省では、昭和58年8月 「21世 紀への留学生政策に関する提言」昭和
59年6月 「21世 紀への留学生政策への展開にっいての提言」を踏まえ、

21世 紀初頭、10万 人の留学生受入れを目的に推進 している。

時期

業務名 対外政策総合化計画
部署

内 容
様々な視点から計画 ・実施されている対外国政策の相互連携による総合化を
促進する。

時期

業務名 国際化、国際協力、貢献、国際交流情報
部署 外
務省

内 容 国、地方自治体、NGO、 関係団体(草 の根)等 の事業内容、計画、要員に
ついて具体的データを収集 し、ネットワーク化する。

時期

平成6年

業務名 産業経済構造改革計画
部署

内 容
国内におけるエネルギー環境、高齢化、時間短縮等の構造的課題、国際にお

けるグローバル経済化に対応 した産業構造を形成する。

時期
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業務名 企業情報(適 正な貿易取引の管理)
纏

内 容 内外の企業の人事、製品、技術、生産量、資本、資本系列、技術援助、海外
法人の有無、海外法人の前述の情報を収録。

時期

業務名 各国 ・州(地 域)別 企業立地条件調査
纏 通産省 外務省

外国研究機関

内 容 各国 ・州(共 和国、自治区)別 に、どのような産業の立地が好ま しいか指標
により表示する。企業の海外立地のための資料 とする。

時期

業務名 貿易不均衡是正、対日投資促進情報提供システム
部署

通産省通商政治局

内 容
北米、EC、 アジア等の諸国との貿易不均衡是正と対日投資ならびに輸出促
進を支援する為のデータバンク(各種制度等の紹介を含む)対 日貿易促進支
援センター設置。

時期

平成7年

業務名 経済安全保障問題
纏

内 容
わが国の国際的地位に伴う責務を自覚し、新たな国際秩序の構築、世界経済
の発展に対する積極的貢献、調和ある経済相互依存関係の樹立などを進める
ことが必要。

時期

業務名 国際文献情報翻訳システム
纏
特殊法人もしくは
財団法人

内 容
わが国の国際化にともない、技術情報、研究論文、記事情報等の各種言語へ

の翻訳、各種言語からの翻訳をコンピュータを介して行う。システム開発を

行なう。(国 際文献情報センターの設置を併せ行う。)

時期

平成7年

業務名 国際人材情報データバンク
部署

内 容
各国の指導者等の対日発言、政策提案、対日規制等に対する見解、意図、立

場、結果や反応についてフォローするとともに、政権交代検討等を含む新事

態の発生に対 し、迅速な対応にっいて検討出来る背景資料を提供する。

時期

平成6年

業務名 アジア・太平洋地域学術情報処理計画
部署 通産省

内 容
アジア、太平洋のコンピュータ教育機関、主要大学計算センターが衛星通信

により、ネットワークを形成 し、利用する。また併せて各国に拠点センター

を設置する。

時期

平成7年
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業務名 行政機関の国際化
部署

内 容 政治、経済、社会の国際化の進展に伴う行政機関の対応を迅速、的確に行う

ため、各国の統計データ等の収集、わが国からの情報発信を可能とする。

時期

業務名 行政機関における国際化への対応
部署 通産省

内 容
政治、経済、社会の国際化の進展に伴う行政機関の対応を迅速、的確に行う
ため、各国とのコミュニケーションの円滑化を図る。

時期

平成7年

業務名 各国行政組織、対日関係機関の調査
部署

行政管理庁

内 容
各国行政組織、自治体、公営企業、ならびに対日関係窓口、職員録等を調査

しデータベース化する。

時期

平成7年
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⑤ 国 民 生 活

業務名 地域再編計画

」

部署

内 容
経済圏、文化圏の現状に適合した地域再編成を行い、都市集中、過疎地域、
地域活性化等の課題に対応する。

時期

業務名 国民生活意識分析システムの構築
部署 各国 各省庁

民間世論調査社 新聞社

内 容
国民の内閣の各行政分野 ・都道府県に対する意識を分析できるように現在ま
でなされた世論調査をデータベース化する。その上で社会構造の変化と国民
の意識を戦後45年 にわたり分析する。

時期

業務名 全国 ・都道府県別 ・価格チェックシステムの構築
部署 統計局 国土庁
経企庁 日銀
通産省 大蔵省

内 容
輸入時、卸売、小売各段階について異常値の発生を監視するとともに、長期

的に変動の過程を分析 し、関係省庁、企業、団体等に情報を提供する。

時期

業務名 情報の一極集中是正
部署

内 容
首都圏と地方の情報格差の是正を図るため、国立国会図書館の充実 した蔵書

、中央省庁が所有する最新の情報を電子化 し、ワークステーション、CD-
ROM、 ファクシミリ等で利用可能にする。

時期

業務名 商品インデックス(関連法規制等検索)
音曙

内 容
商品名から関税品目番号、関税率、家畜伝染予防法、薬事法等の関連法律の

検索を行い、関連法律規制の周知と遵守を図る。

時期
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⑥ 労 働 問 題

業務名 労働問題の理解、認識の浸透
部署

労働情報センター

内 容
労使 ・企業 ・国民一般に対 し、労働事情 ・労働統計 ・労働行政方向 ・労働力

需給の展望、将来予測の情報提供。

時期

平成6年 度

業務名 労働問題に対する的確な対応
部署

労働情報センター

内 容
労働現場における労働問題への的確な対応の推進、具体的対応事例の提供。

時期

平成6年 度

業務名 地域別企業立地条件調査

1

部署通産省郵政省
農水省 国土庁 他

内 容
地域別にどのような産業の立地が好ましいか、指標により表示する。企業の

地方分散を促す。

時期

平成6年 度

業務名 効率的な物流支援システム
部署 各省庁

内 容
通商産業省が平成4年 以降進めている物流業界の経営改善を更に拡大かっ効
果的にしうるシステムである。

時期

平成6年 度(頃)
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⑦ 学 術 、 文 化

業務名 文化財 ・芸術 ・工芸品登録システム
部署

文化庁

内 容
わが国の公的機関、美術館、民間企業、個人の所有する貴重な海外の美術、
工芸品の保管状況にっいては、国としてのその保管状況、場所等を把握する

必要がある。

時期

平成7年

業務名 学術研究、新技術開発情報利用計画
部署 学術情報セン
ター 科学技術庁

内 容
大学、研究機関、企業、個人等の学術研究、新技術開発情報の総合的把握を
図る。

時期

平成7年 頃

業務名 種の保存計画
部署

農水省

内 容
バイオテクノロジー等の研究に必要 となる種の収集、保存、管理データベー

ス。

時期

平成7年 頃

業務名 技術資料の電子化促進計画
調

各省庁研究機関

内 容
研究開発業務の効率向上のための、技術資料の電子化をEDIの 実績等を基
に促進する。

時期

平成6(8年)
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⑧ 学 校 教 育

業務名 学校施設整備計画
部署

内 容
∀

基準面積の改定、要改築面積の整備など。
時期

業務名 医学部歯学部定員計画
部署

内 容

時期

業務名 研究者養成計画
部署

内 容
大学等(企 業も含む)に おける研究者を確保するための方策を検討する。

時期

業務名 教員配置計画
部署

内 容

時期

業務名 青少年の健全育成対策
部署文部省 自治省
警察庁

内 容
青少年の健全育成は、次世代を背負う人材の育成であり、教育 ・コミュニテ
ィ、警察の補導などについて、整合性のある対策が必要 である。

時期

業務名 教育用CAL等 開発計画
部署 文部省 自治省
警察庁

内 容
言語教育、履習の為の各種 レベルのCALシ ステムを開発利用を実施する。

時期

平成7年
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⑨ 行 政 改 革

業務名 横断的政策の総合調整機能の確立
部署

内 容
従来の各省庁の所掌事務分担ではカバーしきれない行政需要が多くなってい
ることから、各省庁間の政策を調整する機能が必要。

時期

業務名 公務員人事交流 ・人的資源開発計画
纏

内 容
行政需要の変化に応 じたダイナミックな人事配置を行う。そのためには、省

庁間、国 ・地方、国 ・民間等との人事交流が必要 。これらを通 じて養成も図

れる。

時期

業務名 官公庁におけるオープン ・システム化の推進
部署

内 容
官公庁における情報システムのオープン化を促進するため、オープン化され

たシステムに関する情報をデータベース化する。

時期

業務名 官公庁におけるソフトウェア開発コスト見積 りの適正化

〆

部署

内 容
ソフ トウェア開発コス トの見積 りに関して、特にソフ トウェア開発を委託す

る場合における見積 りの適正化を図る。

時期

業務名 広域行政の推進
鰐

内 容
地域の活性化、地方分権の促進、セクショナリズムの‡]彼等のため、地方に

おける情報受発信能力を高めるとともに、中央と地方の行政機関相互のコミ

ュニケーションの強化を図る。

時期

業務名 人事 ・給与総合システム
部署 全省庁

(主管庁:人事院)

内 容

現在、人事 ・給与システムは各省庁あるいは各部局において開発され、そし
て、運用 されている。しか し、このような唯一の法律等(給 与法等)に よっ

て全省庁が一様に処理 しなければならない事務が将来とも統一化が図られな

いとすれば、それは非常に非 ・不合理であると言わざるを得ない。よって、

人事院を管理官庁として、その他省庁は受益官庁として統一的なシステムを

開発 し運用することを提案する。

時期
人事 年1回 、平常
時は随時

給与 毎月処理
報告 人事院への報
告は
通常年1回
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業務名 行政情報高度化の推進
部署 総務庁

行政管理局ほか

内 容
行政情報システムの高度化 、質的変化が現在課題とされつつあるが、その実

現に向けての官民へのサポー ト体制を確立する。

時期

90年 代

業務名 行政情報化推進計画
部署 総務庁

行政管理局ほか

時期
近年、情報システムをとりまくシステム環境、利用者意識等が大きく変化。

内 容 この変化に対応 して、情報化をテコに行政の業務体系、サービス体系の改善 平成6年 頃
を図ることが必要 。そのためには政府として全体で共有するビジョン、推進

計画が必要。
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資 料11 政 策 分 野 例 別 政 策 立 案 の 視 点 に よ る 分 類 例

(縦軸に4つ の分野を置き、各々どの視点から出されたかを、4っ の政策立案の視点で課題をおいた)

視点

頒別 地 域 経 済 国 民 生 活 行 政

①
・都市内文化施設見学システム ・高齢化社会における経済成長の維持 ・安全で安心な生活確保対策 ・行政サービス一元化計画の推進

古 ・家庭の情報化の推進
同

齢
` 労働問題に関する研究の推進向上 〉

化
e 全国都道府県別賃金 ・失業率 ・所得 ・生活パターンチェックシステムの構築 ●

問
ぐ 高齢者ライフスタイルの充実 〉

〉

題
e 高齢化社会対応システム

《 高齢化社会対策 〉

② ・地理総合システム ・経済、技術協力の促進、拡充計画 ・環境基本データバンク計画

環 ・食料生産安定化のための宇宙開発利用

境 ・地球環境問題

問 6 河川流域活性化システムの構築 》

題 ` 自然環境保全のための宇宙開発利用 〉

③ ・国際機関の人脈、国際機関についての ・人物情報(テ ロ、犯罪の防止) ・危機管理対策

危 人材登録
・エイズ対策計画 ・各国ウィークポイントのデータ整備

機
・総合安全保障データ整備計画

管
理
・対外政策総合化計画 ・日本の正 しい理解と経験の提供 ・留学生交流計画 ・行政情報の国際化

④ ・国際化、国際協力、貢献、国際交流情報 ・産業経済構造改革計画 ・対 日イメージ世論調査 ・行政機関における国際化への対応

国 ・アジア、太平洋地域学術情報処理計画 ・企業情報(適 正な貿易取引の管理) ・各国行政組織、対日関係機関の調査

際 ・各国、州(地 域)別 企業立地条件調査 (・国際文献情報翻訳システム)

化 ・経済安全保障問題 (・国際人材情報データバンク)

(・貿易不均衡是正、対日投資促進情報
提供システム)



資 料12政 策 分 野 例 別 検 討 省 庁 分 類 例

〔分 野:高 齢 化 問 題 〕(4.つ の 分 野 を 取 り上 げ 、 各 々 の 課 題 事 例 の 立 案 業 務 を 検 討 す べ き 省 庁 に よ リ 分 類 し た)

-

O
N
ー

検 討 す ぺ き 省 庁

政 策 課 題

総

務

庁

経

企

庁

警

察

庁

科

技

庁

環

境

庁

国

土

庁

防

衛

庁

法

務

省

外

務

省

大

蔵

省

文

部

省

厚

生

省

農

水

省

通

産

省

※

輸

省

郵

政

省

労

働

省

建

設

省

自

治

省

労

働

高齢 化 社 会 に お け る 経 済 成 長 の 維 持 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

-

労 働 問 題 に 関 す る 研 究 の 推 進 向 上 ○ ○ ○ ○ ○

全国都道芳貝冗費t、;累8、5得 、皇εパターンチェックシステムの構築 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

安

全
●

健 ・

康

安 全 で 安 心 な 生 活 確 保 対 策 ○ ○ ○ ○ ○ ○

家 庭 の 情 報 化 の 推 進 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

行 政 サ ー ビ ス 一 元 化 計 画 の 推 進 ○ ○ ○ ○ ○

文化 都 市 内 文 化 施 設 見 学 シス テ ム ○ ○

そ

の

他
一

般

高 齢 化 社 会 対 応 シ ス テ ム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高 齢 化 社 会 対 策 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高 齢 者 ラ イ フ ス タ イ ル の 充 実 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1



〔分 野:環 境 問 題 〕

ー

Φ
ω
-

検 討 す べ き 省 庁

政.策 課 題

総

務

庁

経

企

庁

警

察

庁

科

技

庁

環

境

庁

国

土

庁

防

衛

庁

法

務

省

外

務

省

大

蔵

省

文

部

省

厚

生

省

農

水

省

通

産

省

運

輸

省

郵

政

省

労

働

省

建

設

省

自

治

省

国

土

地 理 総 合 シ ス テ ム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

河 川 流 域 活 性 化 シ ス テ ム の 構 築 ○ ○ ○ ○ ○ Q ○ ○ ○

霞済 経 済 、 技 術 協 力 の 促 進 、 拡 充 計 画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

,食 料 食 料 生 産 安 定 化 の た め の 宇 宙 開 発 利 用 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

そ

の

他
一

般

地 球 環 境 問 題 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

自然 環 境 保 全 の た め の 宇 宙 開 発 利 用 ○ ○ ○ ○ ○ ○

環 境 基 本 デ ー タ バ ン ク 計 画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

さ

:

-
一



〔分 野:危 機 管 理 〕

検 討 す ぺ き 省 庁
一

政 策 課 題

総

務

庁

経

企

庁

警

察

庁

科

技

庁

環

境

庁

国

土

庁

防

衛

庁

法

務

省

外

務

省

大

蔵

省

文

部

省

厚

生

省

農

水

省

通

産

省

運

輸

省

郵

政

省

労

働

省

建

設

省

自

治

省

安

全

保

障

危 機 管 理 対 策 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

総 合 安 全 保 障 デ ー タ整 備 計 画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

各 国 ウ ィ ー ク ポ イ ン ト の デ ー タ 整 備 ○ ○ ○

国 際 機 関 の人 脈 、国 際 機 関 にっいての人 材 登 録 ○ ○ ○

人 物 情 報(テ ロ 犯 罪 の 防 止) ○ ○
'

鰭 エ イ ズ 対 策 計 画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

、

'

ー

O
《
ー



ー

O
O
ー

〔分 野:国 際 化 〕

検 討 す べ き 省 庁

政 策 課 題

総

務

庁

経

企

庁

警

察

庁

科

技

庁

環

境

庁

国

土

庁

防

衛

庁

法

務

省

外

務

省

'大

蔵

省

文

部

省

厚

生

省

農

水

省

通

産

省

運

輸

省

郵

政

省

労

働

省

建

設

省

自

治

省

交

流
・

協

力

対 日 イ メ ー ジ 世 論 調 査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

日本 の 正 し い 理 解 と 経 験 の 提 供 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

留 学 生 交 流 計 画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

対 外 政 策 総 合 化 計 画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国 際 化 、 国 際 協 力 、 貢 献 、 国 際 交 流 情 報 ○ ○ ○ ○ ○ b ○ ○ ○ ○ ○ ○

産

業
・

経

済

産業 経 済 構 造 改 革 計 画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

企 業 情 報(適 正 な 貿 易 取 引 の 管 理) ○ ○ ○ ○ ○ ○

各 国 ・州(地 域)別 企 業 立 地 条 件 調 査 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

貿 易 不 均 衡 是 正 、胃…ま覧国連摺貝賭 システム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

経済 安 全 保 障 問 題 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

情

報

整

備

国際 文 献 情 報 翻 訳 シ ス テ ム ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

国 際 人 材 情 報 デ ー タ バ ン ク ○ ○ ○ ○ ○ ○ 0 ○ ○ ○ 一

ア ジア 、 太 平 洋 地 域 学 術 情 報 処 理 計 画 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

行

政

、

行 政情 報 の 国 際 化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

行政 機 関 に お け る 国 際 化 へ の 対 応 ○ ○ ○ ○ ○

各 国 行 政 組 織 、 対 日 関 係 機 関 の 調 査 ○ ○ ○ ○ ○ ○



資 料13政 策 課 題 事 例 「高 齢 者 ラ イ フ ス タ イ ル の 充 実jに 於 け るデ ー タ 利 用

業務名 高齢者ライフスタイルの充実 纏 聯 庁老人糠 室

内容
高齢化社会の到来 とともに、高齢者のライフスタイルも

多種多様 となるが、それぞれのニーズに応 じた的確 時期9・ 年代
な政策の展開が社会の発展にとって重要である。

検討項目 活用各馴調査資料

①年齢別人口構成見通し(含家族構成) 総務庁一家計調査報告
②地域別高齢者構成 一社会生活基本調査

③地域別高齢者求職者数 一就業構造基本調査

④同職種別就業者数 労働省一高年齢者就業実態調査

数
⑤高齢障害者分布
⑥高齢者世帯所得水準

一雇用管理調査労働力調査

厚生省一国民生活基礎調査

値
⑦高齢者社会参加
⑧高齢者人材活用実施状況

一国民栄養調査

文部省一高齢者人材活用等調査

⑨高齢者対象施設 建設省一住宅統計 など

⑩高齢者医療の状況
⑪高齢者関連産業の動向 など

所

要 テ ①各省庁高齢者対象政策の状況(総 務庁)
≠ キ ②高齢者白書
ア ス ③長寿社会雇用ビジョン研究会報告

ト ④厚生白書
1

⑤人口統計資料集

タ
法令
条例

⑥長寿社会対策大綱

議事録
研究論文
白書

図形

写真

必 入

寮 手
だ で

①ボランティアネットワークの状況
②高齢者向け生き甲斐講座、サークル等の状況(地 域別)

③世界各国(高 齢者高構成)の 高齢化政策

が き

な
い

デ

1

タ

一66一



資 料14政 策 課 題 事 例(高 齢 者 ラ イ フ ス タ イル の充 実)に 要 す るデ ー タ抽 出 例

ω 数値データ[省 庁 デ ー タ]

統計名 所轄 庁 日付 ファイル化 ファイルNO, データベース化

1.国 勢 調 査 総務庁 ○ 22007 ○

2.人 口動態統計特殊報告 厚生省 平成元年 ○ 56001. ○

基 3.日 本の将来推計人口 厚生省 平成3年 一 一 一

4.社 会生活基本調査報告 総務庁 昭和61年 ○ 22011 ○礎
5国 民生活基礎調査報告 厚生省 平成2年 ○ 56023 一

一
ア 6家 計調査報告 総務庁 平成3年 ○ 22016 ○

1
τ 全国消費実態報告 総務庁 平成元年 ○ 22018 O

8.国 民所得動向 経企庁 昭和62年 ○ 26001 一

夕 9老 人実態調査報告 厚生省 昭和59年 ○ 56031 一

10長 寿社会対策関係資料集 総務庁 平成3年 一 一 一

ll,住 宅 統計調査報告 総務庁 昭和63年 ○ 22008 O

12労 働 力調査年報 総務庁 平成2年 ○ 22009 ○

13就 業構造基本調査報告 総務庁 昭和62年 ○ 22010 一

労 14高 齢者就業実態調査報告 労働省 昭和63年 一 一 一

ほ 雇用管理調査報告 労働省 平成3年 一 一 一

la退 職金制度支給実態調査報告 労働省 平成元年 一 一 一

働 ほ 農業調査報告書 農水省 昭和64年 一 一 一

1&海 外在留邦人数調査統計 外務省 平成3年 ○ 48002 一

19在 留外国人統計 法務省 平成3年 一 一 一

20国 民医療費 厚生省 平成元年 一 一

医
21.老 人保健事業報告 厚生省 平成元年 ○ 56021 ○療
22老 人保健施設調査 厚生省 平成元年 一 一 一

●

23社 会福祉行政業務報告 厚生省 平成元年 一 一 一

健
24国 民健康保険実態調査報告 厚生省 平成元年 ○ 56029 一

康 、
25社 会福祉施設調査報告 厚生省 平成元年 ○ 56024 一

一

26国 民栄養の現状/国 民栄養調査成績 厚生省 平成2年 ○ 56035 一

余
21民 放 便覧 民放連 平成3年 一 一 －

nli異

28特 定 サービス産業動態統計 通産省 平成3年 0 64024 一

安 29交 通 統計 警察庁 平成2年 一 一 一

合 30犯 罪 統計 警察庁 平成2年 一 一 一

致 31,社 会 教育調査報告書 文部省 昭和62年 ○ 53002 一

音

② テキス トデータ

麟 遮 藍 ぽ 麟 策1周係施設の検索}離 愁 鰍
(デー タベー ス化済)

一 ・67一



資 料15政 策 課 題 事 例 「環 境 基 本 デ ー タ バ ン ク 計 画 」 に 於 け るデ ー タ利 用

鶏名 環 境 基 本 デ ー タ バ ン ク 計 画
部 署

環境庁、気象庁

時 期
近年における環境問題は、自国内に影響するだけでなく周辺国にも影響を与え

内 容
また影響を受ける事から、関係データは国による把握を行う必要がある。

また、アジア、太平洋地域の衛星利用による災害監視システムを開発、運用する。
平成7年

検討項目 活用各種統計調査資料

①気象(異 常)情 報、台風、洪水 建設省一水害統計

②火山噴火情報 災辮充計

数 ③水質、海洋汚染状況
④大気汚染情報 環境庁一中小企業公害防止投資動向調査

⑤産業廃棄物、化学物質汚染情報 報告書

⑥酸性雨、土壌汚染情報
⑦その他、公害情報 通産省一工業立地動向調査集計表

⑧アジア太平洋地域の上記の災害等を衛星により監視
し、その発生を各国に伝達する。(基 礎データの収

・公害苦情件数調査結果報告書

所 値
集、分析、提供)

など ・地方公共団体における公害苦情処理状況

要
(公害等調整委員会)な ど

」

テ

キ ①環境白書

ア ス
ト ②厚生白書
(

齢 ③公害紛争処理白書
1 矧
酬
斬捨文
④国民生活白書

タ
白書
) など

図
形

,'

・

写
真

必

璽入
が‡

き

①途上国の環境データ

②生活環境データ

な ③汚染 ・産業廃棄物データ
い

.

デ

1

など

タ

一68-一



資 料16政 策 課 題 事 例(環 境 基 本 デ ー タバ ン ク計 画) に 要 す るデ ー タ 抽 出 例

[省 庁 デ ー タ]

統計名 所齢庁 日付 ファイル化 ファ欄 デー}吋一ス化

基
1,人 口動態統計 厚生省 平成2年 ○ 56007 0

礎 2,日 本の将来推計人口 厚生省 平成3年 一 一 一

デ

ー

カノ

3,国 土統計要覧 国土庁 平成元年 一 一 一

4.総 合エネルギー統計 資工庁 昭和62年 一 一 一

資
5.資 源総計月報 通産省 平成2年 一 一 一

6.エ ネルギー生産、需給統計年報 通産省 平成2年 一 一 一

7.石 油等消費動態統計年報 通産通 平成2年 ○ 64044 一

源 (製造業)

8,石 油等消費構造統計表 通産省 平成元年 ○ 64045 一

(商鉱工業)
●

9.科 学技術研究調査に附帯する 総務庁 平成元年
一 一 一

エネルギー研究調査報告

工 10,科 学技術研究調査報告 総務庁 平成元年 ○ 22013 0

11.運 輸関係エネルギー要覧 運輸省 平成2年 一 一 一

、

不 12,砕 石統計年報 通産省 平成2年 ○ 64035 一

13.鉱 山保守統計年報 通産省 平成元年 一 一 一

ル 14,電 力調査統計 資工庁 平成2年 一 一 一

15.ガ ス事業統計年報 資工庁 平成2年 一 一 一

ギ 16.鉱 工業指数年報 通産省 平成3年 ○ 64018 一

17,港 湾統計 運輸省 平成元年 ○ 69010 ○

1 18,陸 運統計 運輸省 平成元年 一 一 一

19.航 空旅客動態調査報告書 運輸省 昭和61年 ○ 69027 一

20.海 上保安統計年報 海上 昭和63年
一 一 一

保安庁

一69一



統計名 所齢庁 日付 ファイル化 フア椰 テ柑 一ス化

21,国 有林野事業統計書 林野庁 平成2年 一 一 一

森 22.紙 ・パルプ工業設備調査報告書 通産省 昭和60年 一 一 一

林 23.世 界農林業センサス 農水省 平成2年 ○ 59020～22
一

及び
●

59024～30

水 24.森 林組合連合会統計 政府関係 昭和61年 一 一 一

機関

25.河 川管理統計 建設省 昭和61年 一 一 　

26,雨 量年表 建設省 昭和59年 一 一 一

国
27.国 際協力事業団年報 国際協力 平成3年 一 一 一

事業団

際 28,国 際交流基金年報 国際交流 平成3年 一 一 一

協
基金

力
29,国 際収支統計月報 日本銀行 平成3年 一 一 一

環
30.学 校基本調査報告書 文部省 平成3年 ○ 53003～04

一

倍
伽

劫
杁

31.社 会教育調査報告書 文部省 昭和62年 ○ 53002 一

音

32.事 業年報 社保庁 平成元年 一 一 一

企 33.民 間企業の研究活動に関する 科技庁 昭和63年 一 一 一

業
調査報告

34,産 業連関表 総務庁 平成元年 O 22020 一

`

労
35.事 業所統計調査 総務庁 昭和61年 O 22005 ○

働
36.工 業立地動向調査結果集計表 通産省 昭和61年 ○ 64055 一

環
37,建 築統計年報 建設省 平成3年 ○ 81001 一

境
38.労 働統計年報 労働省 平成元年 一 一 一

39,労 働災害動向調査報告 労働省 平成2年 一 一 一

一70-一



統計名 礁官庁 日付 フア1ル化 ファ棚 テ㌧}へ㌧ス化

40.社 会生活基本調査報告 総務庁 昭和63年 ○ 22011 ○

41.国 民生活基礎調査報告 厚生省 平成2年 一 一 一

生 42.消 費動向調査年報 経企庁 平成3年 ○ 22018 一

活 43,患 者 調査 厚生省 昭和62年 ○ 56015 一

環 44.医 療施設調査 厚生省 平成元年 ○ 56016 O

境 45.衛 生行政業務報告 厚生省 平成2年 ○ 56033 一

一 46.保 健所運営報告 厚生省 平成2年 ○ 56018 0

47.厚 生統計要覧 厚生省 平成2年
一 一 一

安 48.社 会福祉施設調査報告 厚生省 昭和63年 ○ 56024 一

全 49,社 会福祉行政業務報告 厚生省 平成元年 一 一 一

●

50.安 全衛生年鑑 中央労災 平成2年 一 一 一

医
防止協会

療
51.長 寿社会対策関係資料集 総務庁 平成3年 一 一 一

●

52,体 育、スポーツ施設現況

調査報告
文部省 昭和60年 一 一 一

纏 53,下 水道統計 日本 平成元年 一 一 一

下水道
康 協会

54.都 市計画年報 建設省 平成元年 一 一 一

55,大 都市圏要覧 国土庁 平成2年 ○ 30021 一

56,交 通統計 警察庁 平成2年 一 一 一

57,犯 罪統計 警察庁 平成2年 一 一 一
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統計名 所轄官庁 日付 フアイll化 フアイ剛 デ・}ぺ・ス化

58.公 害苦情件数調査結果報告書 公害等 平成2年 一 一 一

汚
調整
委員会

59.地 方公共団体における公害苦情 公害等 平成元年 一 一 一

染
処理状況 調整

委員会

60.公 害防止装置生産及び使用 通産省 昭和62年 一 一 一

状況等実態調査報告書
●

61,災 害統計 建設省 昭和63年 ○ 81008 一

公
62.水 害統計 建設省 昭和62年 ○ 81007 一

63.農 地農業用施設災害統計 農水省 平成2年
一 一 一

空
64.自 動車輸送統計報告書 運輸省 昭和63年 ○ 69006～09 一

口
65.路 線 トラック調査報告書 運輸省 昭和63年 ○ 69007～08 一

66.中 小企業公害防止投資動向 環境庁 昭和61年 一 一 一

調査報告書

一ー72一



資 料17政 策 課 題 事 例 「エ イ ズ 対 策 計 画 」 に 於 け る デ ー一・一夕 利 用

業務名 エ イ ズ 対 策 計 画
部 署

厚生省

時 期
エイズ予防、患者、感染ルー ト等、効果的施策を実施するためのネッ トワークシス

内 容
テム

平成6年

検討項目 活用各種統計調査資料

①エイズ感染ルー ト 厚生省一伝染病統計

数 ②エイズ感染者対策 一患者調査

③エイズ予防施策と効果 一衛生行政業務報告

④エイズ対策ネットワーク 一医療施設調査(動 態調査)

⑤病院、医師、患者、登録データベース ・病院報告

所 値
など

など

要

一

テ

キ ①厚生白書

ア ス
ト ②国民生活白書
(

齢 ③科学技術白書1 矧
醐
研i籏文 ④青少年白書

鰭

タ ) など

図

形
・

写
真

必

璽入
が‡

き

①エイズ感染者のプライバシー問題

②エイズ予防技術

な

い
③医療施設におけるエイズ予防の取り組み状況

デ

1

タ

など
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資 料18政 策 課 題 事 例(エ イ ズ 対 策 計 画)に 要 す るデ ー一夕抽 出 例[省 庁 デ 一会タ]

統計名 所齢庁 日付 ファイル化 ファ側 デ・}ペース化

基
1.国 勢調査 最終報告書 総務庁 昭和60年 ○ 22007 ○

礎 2.人 口動態統計特殊報告 厚生省 昭和61年 一 一 一

デ
悪性新生物死亡統計

1

々
ノ

3.人 口動態統計報告 婚姻統計 厚生省 昭和62年 ○ 56004 o

4.患 者調査 厚生省 昭和62年 ○ 56015 一

5.社 会医療行為別調査報告 厚生省 平成元年 ○ 56025 一

6,医 療施設調査(動 態調査) 厚生省 平成元年 ○ 56016 一

・病院報告

医
7.医 師、歯科医師、薬剤師調査 厚生省 昭和63年 ○ 56019 O

8.国 民医療費 厚生省 平成元年 一 一 一

9,国 民栄養の現状 厚生省 平成元年 ○ 56035 一

10.出 産力調査報告 厚生省 平成元年 ○ 一 一

癖
ll.地 方財政統計年報 自治省 昭和61年 ○ 一 一

12.保 健所運営報告 厚生省 平成2年 ○ 56018 ○

13.伝 染病統計 厚生省 平成2年 ○ 56010 一

14,衛 生行政業務報告 厚生省 平成2年 ○ 56033 一

(厚生省報告例)

15.厚 生統計要覧 厚生省 平成2年 一 一 一

16.事 業年報(年 金/保 険) 厚生省 平成元年 一 一 一

保 17.国 民健康保険事業年報 厚生省 平成元年 一 一 一

険 18.国 民健康保険医療給付実態 厚生省 平成元年 一 一 一

● 調査報告

保 19,被 保護者生活実態調査結果報告 厚生省 昭和62年 ○ 56032 一

議 20.生 活保護速報 厚生省 平成3年 一 一 一

21.優 生保護統計報告 厚生省 平成2年 一 一 一

一74一



統計名 所齢庁 日付 ファイル化 フア欄 テ㌧1ペース化

22.社 会生活基本調査報告 総務庁 昭和61年 ○ 22011 ○

社 23.社 会福祉行政業務報告 厚生省 平成元年 一 一 一

会 24.社 会福祉施設調査報告 厚生省 平成元年 ○ 56024 一

一

ロ
m国{ 25.民 間非営利団体実態調査報告 経企庁 昭和60年 一 一 一

祉 26,共 同募金年報 昭和59年 一 一 一

中央共同
●

募金会

募 27.基 金年報 社会保険 昭和63年 一 一 一

診療報酬
金 支払基金

28.就 業構造基本調査報告 全国編 総務庁 昭和62年 ○ 22010 一

29,労 働市場年報 労働省 昭和62年 一 一 一

労
30.求 職者動向調査報告 労働省 昭和59年 一 一 一

31.労 働力調査年報 総務庁 平成2年 O 一
0

32.産 業労働事情調査結果報告書 労働省 平成2年 一 一 一

33.労 使関係総合調査 労働省 平成元年 一 一 一

34.母 性保護等の概況 女子雇用 労働省 昭和63年 一 一 一

基本調査結果報告

35.労 働争議統計調査年報告 労働省 平成2年 一 一 一

働
36.賃 金労働時間制度等 労働省 平成元年 一 一 一

総合調査報告

37,雇 用保険事業年報 労働省 平成元年 一 一 一

38.身 体障害者等雇用実態調査 労働省 昭和58年 一 　 一

結果の概要

39.家 内労働調査結果報告 労働省 昭和61年 一 一 一

40.雇 用動向調査報告 労働省 平成元年 一 一 一
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統計名 所齢庁 日付 ファイル化 フア側 デ・}へ㌧ス化

41.薬 事工業生産動態統計年報 厚生省 平成2年 一 一 一

産
42.サ ービス業基本調査報告 総務庁 平成元年 一 一 一

43,ゴ ム製品統計月報 通産省 平成3年 一 一 　

44.海 外経済協力便覧 海外経済 平成元年 一 一 一

業 協力基金

45.商 業統計表 通産省 平成元年 一 一 一

●

46.日 本貿易月表 大蔵省 平成元年 一 一 一

47,科 学技術研究調査報告 総務庁 平成元年 ○ 22013 ○

技 48,科 学技術研究調査報告に 総務庁 平成元年 一 一 一

付帯するライフサイエンス

研究調査報告

術 49.民 間企業の研究活動に 科技庁 昭和63年 一 一 一

関する調査報告

50.外 国技術導入年次報告 科技庁 昭和61年 ○ 27001 一

51.学 校保健統計統計調査報告書 文部省 平成2年 ○ 53007 一

教 52.婦 人教育及び家庭教育に 文部省 昭和61年 一 一 一

育
関する施策の現状 ・

53.学 校基本調査報告書 文部省 平成3年 ○ 53003～04 一

●

啓
54.社 会教育調査報告書 文部省 平成2年 ○ 53002 一

古
家
55.民 放便覧 民放連 平成3年 一 一 一 ,

56.郵 政行政統計年報 郵政省 平成元年 一 一 一

出
57.出 入国管理統計年報 法務省 平成元年 一 一 一

入
58.海 外在留邦人数調査統計 外務省 平成3年

一 一 一

国
59.在 留外国人統計 法務省 平成3年 一 一 一

者
60,外 国人登録国籍別人員調査表 法務省 平成2年 一 一 一
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統計名 所齢庁 日付 ファイル化 ファイル10 デ・}へ㌧ス化

観
61.登 録ホテル ・旅館宿泊統計年報 運輸省 昭和61年 ○ 一 ○

光 62.航 空旅客動態調査報告書 運輸省 昭和61年 ○ 69027 一

●

余
63.余 暇関連産業調査報告書 運輸省 昭和60年 ○ 64048 一

暇

司
64.法 務統計 ・月報 法務省 平成3年 一 一 一

法
65.民 事 ・訟務 ・人権統計年報 法務省 平成2年 一 一 一

●
66.犯 罪 警察庁 平成2年 一 一 一

検
67.司 法統計年報 最高

裁判所
平成2年 一 一 一

察 68.検 察統計年報 法務省 平成3年 一 一 　
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資 料19政 策 課 題 事 例 「対 外 政 策 総 合 化 計 画 」 に 於 け る デ ー タ利 用

業務名 対外政策総合化計画
部 署

時 期
様々な視点から計画 ・実施されている対外国政策の相互連携による総合化を促進

内 容
す る。

検討項目 活用各種統計調査資料

①ODA体 系と予算
②個別国際協力政策 通産省一貿易業態統計表
③個別国際協力プロジェクト内容 法務省一出入国管理統計年報

数 ④貿易関係⑤貿易外収益関係 経企庁一民間非営利団体実態調査報告

⑥国別わが国企業活動
⑦国別わが国の国際協力関係 ・国際協力事業団年報

⑧個別国情報 ・海外経済協力便覧

⑨民族情報
⑩宗教情報 など

所 値
⑪国別債務状況
⑫国別対外政策情報
⑬国別対外制度情報

要
⑭わが国における外国機関活動

ユ

テ

キ ①外交青書

ア ス
ト ②通商白書
(

1
齢
類
謝
研矧文
舘

③経済白書

など

タ )

図

形
・

写
真

必

妻入
が‡

き

①海外経済協力の実状(民 間、非民間)

②留学生交流の状況

な ③文化交流の状況

巳

丁
タ

一一78一



資 料20政 策 課 題 事 例(対 外 政 策 総 合 化 計 画)に 要 す る デ ー タ抽 出 例[省 庁 デ ー タ]

統計名 所轄官庁 日付 ファイル化 ファイルNO, データベース化

1.人 口動態統計 厚生省 平成元年 ○ 56007 0

基 2国 勢調査 総務庁 平成2年 ○ 22007 o

礎 &推 計人口 総務庁 平成元年 一 一 一

一
ア 4.国 際 統計要覧 総務庁 平成3年 一 一 一

1 5出 入国管理統計年報 法務省 平成元年 一 一 一

夕 6海 外在留邦人数調査統計 外務省 平成3年 一 一 一

7.在 留外国人統計 法務省 平成3年 一 一 一

&日 本経済を中心とする国際比較統計 政府関係楓関 平成3年 一 一 一

9経 済要覧 経企庁 平成3年 一 一 一

lo財 政統計 大蔵省 平成3年 一 一 一

ll.国 民経済計算年報 経企庁 平成3年 ○ 26002 一

12国 債統計年報 大蔵省 平成元年 一 一 一

13経 済統計年報 日 銀 平成2年 一 一 一

14国 民所得動向 経企庁 昭和62年 ○ 26001 一

15外 国 貿易概況 霞棚係頗 平成2年 一 一 一

ほ 貿易業態統計表 通産省 平成2年 一 一 一

1τ 貿易月表 大蔵省 平成元年 一 一 一

18通 商産業省年報 通産省 昭和60年 一 一 一

産 19総 合 エネルギー統計 資工庁 昭和62年 一 一 一

業 20法 人企業動向調査報告 経企庁 平成3年 一 一 一

■ 21.民 間企業資本ス トック 経企庁 昭和60年 一 一 一

縷 22税 務統計か らみた法人企業の実態 国税庁 平成元年 一 一 一

済 23情 報処理実態調査 通産省 昭和63年 ○ 64057 一

交 24事 業 年報 社保庁 平成2年 一 一 一

流 25中 小 企業要覧 中小企庁 平成2年 一 一 一

2a都 市 計画年報 建設省 平成元年 一 一 一

肌 公共工事着工統計年度報告 建設省 平成2年 ○ 81002 一

28民 間企業の研究活動に関する調査報告 科技庁 昭和63年
一 一 一

29科 学技術研究調査報告 総務庁 平成元年 ○ 22013 O

30外 国技術導入年次報告 科技庁 昭和61年 ○ 27001 ○

31,特 許庁公報 特許庁 平成2年 一 一 一

`

32食 料需給表 農水省 平成元年 一 一 一

33食 糧管理統計年報 食糧庁 平成元年 一 一 一

34世 界農林業セ ンサス 農水省 平成2年 ○ 59020～22及 び 一

59024～30

35漁 業セ ンサス 農水省 昭和61年 ○ 59046～49
一

36漁 業経済調査報告 農水省 平成元年 一 一 一

肌 食肉流通統計 農水省 平成3年 一 一 一

38青 果 物流通統計 農水省 平成2年 一 一 一

39水 産 物流通統計 農水省 平成元年 一 一 一

一79一



40港 湾統計 運輸省 平成元年 ○ 69010 ○

41.航 空 輸送統計年報 運輸省 平成2年 一 一 一

42海 上輸送の現況 運輸省 平成元年 一 一 一

援
43海 外経済協力便覧 政府臨醐 平成元年 一 一 一

助 44国 際協力事業団年報 政頗願閥 平成3年 一 一 一
●

協
プコ
45民 間非営利団体実態調査報告 経企庁 昭和60年 一 一 一

価 共同募金年報 政頗鯨目 昭和59年 一 一 一

4τ 就業構造基本調査報告 総務庁 昭和62年 ○ 22010 一

労 48産 業労働事情調査結果報告書 労働省 平成2年 一 一 一

働 49労 働 力調査報告 総務庁 平成3年 ○ 22030 ○

50海 外 労働情報 労働省 昭和63年
一 一 一

生
5t社 会生活基本調査報告 総務庁 昭和61年 ○ 22011 ○

活
52国 民生活基礎調査報告 総務庁 平成2年 一 一 一

ー
イ主
53住 宅需要実態調査結果報告 建設省 昭和63年 ○ 81014 一

環
境
54家 計調査年報 総務庁 平成2年 ○ 22016 ○

●

シ肖
55全 国消費実態調査報告 総務庁 平成元年

』 ○

22018 ○

賛
助
56消 費動向調査年報 経企庁 平成3年 一 一 一

1右」
な
5τ 公害苦情件数調査結果報告 公害等醜類会 平成2年 一 一 一

ど一 58社 会福祉施設調査報告 厚生省 昭和63年 ○ 56024 一

59社 会福祉行政業務報告 厚生省 平成元年 一 一 一

別 公共施設状況調査 自治省 平成2年 一 一 一

6L自 然公園利用状況調査 環境庁 昭和62年 一 一 一

62自 然公園の面積 環境庁 平成2年 一 一 一

余 63宗 教年鑑 文化庁 昭和63年 一 一 一

日段 64郵 政行政統計年報 郵政省 平成元年 一 一 一

● 65民 放 便覧 民放連 平成3年 一 一 一

健 66患 者 調 査 、 厚生省 昭和62年 ○ 56015 一

康 67医 療施設調査 厚生省 平成元年
メ「

○ 56016 '○

68衛 生行政業務報告 厚生省 平成2年 ○ 56033 一

69保 健所運営報告 厚生省 平成2年 ○ 56018 0
70薬 事工業生産動態統計年報 厚生省 平成2年 一 一 一

ぢ巳
71.犯 罪 警察庁 平成2年 一 一 一

罪 72矯 正統計年報 法務省 平成2年 一 一 一

●

安
全
73交 通統計 警察庁 平成2年 一 一 一

7{海 上保安統計年報 海上保安庁 昭和63年 一 一 一

75社 会 教育調査報告書 文部省 昭和62年 ○ 53002 一

留
学
循 学校基本調査報告書 文部省 平成2年 ○ 53003～04 一

生 7τ 専修学校に関する実態調査報告書 文部省 昭和63年 一 一 『

'

78日 木育英会報 日本育英会 平成2年 一 一 一

人
権
79民 事 ・訟務 ・人権統計年報 法務省 平成2年 一 一 一

80法 務統計月報 法務省 平成3年 一 一 一
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民 間 デ ー タ 抽 出 例 「高 齢 者 、 ボ ラ ン テ ィ ア 」

(日 本経済新聞記事データベ ース よ り)〈1992,11～1993.2>

 

1資料2

表 ・写 ・絵 紙 面 文 字 数 番 号

一 一 今 年 で4年 目3000人 が 参 加.

屋 夕 刊36911
-一 ポ ス タ ー に ワ ッ ペ ン に 活 用 。

朝 刊16370

協 力132人 が 応 募.

屋 夕 刊360

況 、 だ れ も が 身 近 な 問 題.

夕 刊 有301353

員 山 端 和 仁 氏(文 化)

有320
-一 岐 阜 県 内 に モ デ ル 地 域.

屋 朝 刊21290

き り 老 人 ら に.
14669
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●
526310

工 場.

済 面 有364611

護 一 一 官 民 サ ー ビ ス20万 件 か ら選 択.

宥1995312

家 族 や 行 政 か ら 自 立(婦 人)

有17201413
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自 治 省 方 針 、 地 域

921204・

開 設50周 年 記 念
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健 保 連 大 阪 連 合 会

921125・

高 齢 者 生 協 設 立 へ
921125・

ボ ラ ン テ ィ ア 一-
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蕊

1
2
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番 号文 字 数紙 面表 ・ 写 ・ 絵

 

誌日付

-

う
一

3

4

5

6

'7

669

325

505

601

716

469

434
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0
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0

大 阪
0

の工/奈 良
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き,牛 久/茨 城
有0
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刊
京
刊
懇
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刊
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一
刊
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月
朝
右
朝
題
朝

朝
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朝
パ
朝
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朝
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に
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日
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ル

課

」
間
日
間
者
聞
2
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聞
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0
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2
新
山
新
野
新
か
新

案
日
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一

大
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厚

福

麦

生

ワ

奉

「

を

桐

ト
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で

会

知 的 障 害 者 ら 対 象 の
930130

ボ ラ ン テ ィ ア 功 労 者
0

7

ツ

2

つ
ー

ム

9

強

8

　

　

つぱ

ウ
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ユ

ー

合

ー

ネ

ー
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一
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勉

1
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N
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9
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W

9

軽

9

人

9

考
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陣 容 強化 し

TO講 座

体 の 動 きが

特 別 養護 老

高 齢 者福 祉
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番 号

8

9

10

11

12

13

14

番 号

表 ・写 ・絵 紙 面 文 字 数

ク ち ば が23日 に 開 会/千 葉0277

定 進 む(リ ポ ー ト.多摩)/東 京

有02939

シ ル バ ー 海 外 協 力 事 業/兵 庫
451有0

ボ ラ ン テ ィ ア 「ふ き の と う 」
16684

制 度 」(青 鉛 筆)【 名 古 屋 】
21241

の キ ー ワ ー ド を 語 る

有17ユ773

県 職 員 らが 冊 子 神 奈 川

刊 有0818

表 ・写 ・絵 紙 面 文 字 数
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9
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9

ル

9

ス

9

9
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の
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民 間 人集 め

住 民 の意 見

比 、 ネ バ ー

給 食 サ ー ピ

善 意 の 宅 配

今 年 の 墓 ら

地 方 公 務 員

紙日付
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16
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992

792
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0
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在韓 日本 人
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老 後 を テ ー

番 号

22

23

24

番 号

文 字 数
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表 ・写 ・ 絵紙 誌日付
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術
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長 寿 社 会考

言 ま と め

高 齢 者 の 技

文 字 数紙 面表 ・ 写 ・ 絵紙 誌日付

1
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4

5
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体団854

写
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に国

《
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刊
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朝
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人
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法

読

小

団

飯

財

大 171058

呈_12日 か ら3日 間 、 東 京 で52920

真 な ど 披 露/東 京 ・世 田 谷 区
24539

読 売 光 と 愛 の 事 業 団=特 集

写106191

手

写

刊
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朝
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今 を 見 つ め 、 未 来 語 ろ う
930201

イ キ イ キ お 年 寄 り 体 験 文
930129

第13回 福 祉 活 動 奨 励 賞
03Ω123

東 京 ・三 鷹 市 社 会 福 祉 協
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企'業 の 社 会 貢 献'「'金 」
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番 号文 字 数紙面表 ・ 写 ・ 絵紙 誌日付
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青 年 奉 仕 協 会
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標 に 実 施 へ/さ わ や か 福 祉 セ ン タ ー

写101ユ47

貝 ・北 原 蘭 山65=東 京 都 足 立 区
14318

い 切 符 ネ ッ トの 最 終 報 告 書

田26198

人 ホ ー ム ボ ラ ン テ ィ ア
1514

9529

猪 ヶ 倉 肇80=宮 崎 県 都 城 市
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奉 仕 時 間 預 託 の ふ れ あ い 切 符
921224東

[気 流 〕 ボ ラ ンテ ィ ア 教 育 実
921223東

さ わ や か 福 祉 推 進 セ ン タ ー が
921219東

[編 集 手 帳 〕体 験 通 信 「ほ 一
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地 域 活 動 休 暇 利 用 者 に 好 評
921203大

[気 流]老 人 宅 訪 問 の 小 学 生
921203東
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ー

)

2

家

ー

ア

2

212?7

族 会 が 調 査
511?3

団 体
4157

に 理 解 を 深 め る 集

写

9)母 と 娘(連 載

写
の 心 配 も 東 京 の

写 層

練 馬 の ポ ラ ン テ ィ

告会 開 催 へ
469

428

 

17

1
人 ホ ー ム を 開 設

 

刊
い
刊
(
刊
気
刊

・
刊
報
刊
老
刊

・
朝
旦
夕
部
朝
病
期
京
朝
え
朝
講
タ

が

4

で

東

迎

接

ぷ
聞
プ
聞
第
聞
れ
聞
/
聞
年
間
別
間

【応 援 歌 〕 肩 書 は ず し"』W.生
921130東 京 競

【話 の 港 .]都 内 の ポ ラ ン テ ィ ア グ921128東京 読

[生 き る と い う こ と 死 ぬ と い う こ
921126西 部 読

っ れ 合 い に 負 担 ホ 人
921121、 ・

寝 た き りの お 年 寄 り と 遊 び で リハ
,921119-一 ー一■照

「時 間 貯 蓄 型 」 ボ ラ ン テ ィア

学
新

一
新

]

新

渡

新

-

卸
売

ル
売

と

完

売

ピ

1
新
特
新

立
売
が
先

般
読
A
読

京
C
京

M

東

冴ぎち

4

と

3

1

1

1↓
-
」
ー

ユ

ユ

2

評

2

　

　
ピ

寸りうみよ[

文 字 数紙 面表 ・ 写 ・ 絵紙 誌日 付

5409

集特ム
表
0

ウ

際
写
ジ
写
は
写
談

国

ポ

で

相

ア

ン

カ

の

ケ
刊

シ
刊
リ
刊
人
刊

者
タ
際
タ
メ
朝

い
朝

齢

国

ア

若

高
聞
ア
聞

聞
し
聞

同
断
ケ
新
ポ
新
緑
新

3
売
者
売
ン
完
登
売

第
読
輪
読
シ
読

読、

シ ン ポ ジ ウ ム 特 集

7

・65807

6歳 以 上 の 大 半 が 活 動

12595

役 に 神'戸 市 灘 区 で 組 織 化
25559

尊 厳 あ る 自 立 と 介 護=座 談 会
921106東 京

ゆ と り の 老 後 求 め て 第3回 高
921106東 京

「ボ ラ ン テ ィ ア を 欧 米 に 学 ぶ 」

921102東 京

お ば あ ち ゃ ん に 育 児 の 知 拝 日
92111、

一一83-一
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資 料22民 間 デ ー タ 抽 出 例(日 本経 済新聞記事データベ ースよ り)

「高 齢 者 一 講 座
・ ク ラ ブ ・ サ ー ク ル 、 組 織 ・〈、992 ,、 ・一 ・993.2>

日付 紙 誌
'表 ・ 写 ・ 絵

930203-2246日 本 経 済 新 聞 地 方 経 済 面

愛 知 県 医 療 ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー 協 会 は(窓)

930127-2206日 本 経 済 新 聞 名 古 屋 朝 刊'

三 島 信 金 、 お 年 寄 り対 象 に 「 一 一 年 談 や
930126-2053日 本 経 済 新 聞 地 縫 済 面

紙面 文字数

山 梨 の シ ル バ ー 人 材 セ ン タ ー 、B議 会 股 立 、 県 民 へPR--4月 に 事 務 局 設 置.

日 付'紙 誌

TOWNネ ト ワ ー ク ・18日

表 ・ 写 ・ 絵

英 語 に 挑 戦 、 し め ・ しめ 飾 も
921210● 一一ーーー一椰 「新 報 干1

違 う こ と こ そ ば ん ざ い(社 説)
921209朝 日 新 聞 朝 刊

日 付 紙 誌 表 ・写 ・絵

幸 福 の リ ン ゴ 、 市 民 が 販 売 後 押 し
921208朝 日 新 聞 朝 刊 有

き ょ う 障 害 者 と交 淀 っ く ば 市 で 福 祉 大 会
921206期 目 新 聞 朝 刊

池 子 米 軍 住 宅 に 反 対 、 改 め て 強 調
921205朝 ・日 新 聞 朝 刊 有

謄 写 版 印 刷 の 絵 や 書 を 紹 介 鮮 や か な 多 色 刷 り 、
921204期 目 新 聞 朝 刊 菊

高 齢i者 .ク ラ ズ 連資.会 塑.ロ シ ア・.{;.援助 物 資.,取 手
有

25

21

企.

6

紙 面

阪大
刊

庫

刊

朝

異

朝

間

日

聞

新

7

新

日

-

日

朝

・
朝
ンヨシ

エ

ユ

2

メ

2

1

1
凸

Q
∨

9

ー

誌

1、

性女り

.

くづ

右

手の語英と

庫

ツ

8

一
7

兵

6

老

5

カ

5

2

オ

2

日

2

産

2

6

2

ス

座

フンイ座

61■示掲
刊

阪

刊

語

刊

朝

大

朝

本

朝

縄

目

聞

)

聞

間

断

1

新

輪

新

日

・・
日

の

日

朝

う

朝

巻

朝

商

魂

を

に

い

国

エ

ユ

エ

2

(

2

5

2

ル

ー
凸

¶
」

¶
占

Q
∨

9

◎
リ

ヅ

生量少種品多

、
号01刊創

いノり寄年お

0

0

0

0

4

厚 木

0

2

紙 面

「農 家 を 救'え 」 と 浦 和 な ど で 販 売 へ

沢 ・逗 子 市 長 が 所 信 表 明演 説

921204朝 日 新.聞 朝 刊

告 知 板 ・3日 京 都
921203朝 日 新 聞 朝 刊

60歳 か らの 運 動・は ゆ っ く り と

921203期 目 新 聞 朝 刊

日付 紙 誌

幅 広 い 支 持 の 真 田 氏 若 さ ア ピ ー ル の 加 藤 氏

921130一 期 目 新 聞 朝 刊

最 近 の こ と ば か ら(天 声 人 語)
921129朝 日 新 聞 朝 刊

和 歌 山 銀 行 が 強 引 に 口 座 変 更
921125朝 日 新 聞 朝 干IJ

地 域 福 祉 を 考 え る
921124期 目 新 聞 朝 刊

家 事 を しな い 男 な ん て
921123朝 日 新 聞 朝 刊

不 況 に 乗 じ て 悪 徳 商 法 再 燃
921124朝 日 新 聞't朝 刊

腹 が 立 っ た 幼 児・扱 い(ひ と と き)
921121∵ 朝 日 新 聞 朝 刊

1月 ・に 奈 良 で 展 覧 会

小 野 三嗣(健 康 づ くり の ワナ)
有

義 ・写 ・絵

県 議 補 選 栃 木 く 解 説 〉

年 金 受 給 お 年 寄 り 「知 ら ぬ 」

市 町 村 へ の権 限 委譲 前 に社 協 が セ ミ ナ ー

0

0

0

0

0

0

16

紙 面

杉 並 区 さん あ い公 社 が 高 齢 者 自 立 講 座

相 談 件 数 は 最盛 期 超 す ペ ー ス 若 者 に触 手
有

0

1

【大 阪 】

28

16

東 京

0

1

17

382

324

391

文 字 数

番号

-
凸

う
●

3

番号

55ユ36

ユ2437

64138

116639

62040

96741

135642

文 字 数 番 号

562

332

607

?78

242

568

0

文 字 数

998

757

459

823

193

1373

652

43

44

45

46

47

48

49

番 号

50

51

52

53

54

55

・56
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1

2

3

4

5

6

・
7

番号

8

9

10

11

12

13

14

番 号

15

16

17

18

.
19

20

21

番 号

22

23

24

25

26

27

28

一 有162239

一 プ ン へ 国 分 寺 町/栃 木

有0669

立 高 の 改 築 進 む/東 京

有01086

0210

/群 馬
0505

分 野 な ど と連 携 へ
17528

(ど う し ま し た)

有351666

表 ・写 ・絵 紙 面 文 字 数

 

刊
オ
刊
都
刊
千
刊
悪
刊
健
刊
に
刊

朝
月
朝

朝
/
朝
題
朝
保
朝
的
朝

3

」

問

体

や

」
聞
徒
聞
足
聞
著
聞
げ
聞
具
聞

所
新
生
新
発
新
齢
鋤
鍋
新
は
新

築
白
む
日

－
B
高
目
旗
日
状
日

朝
作
朝
家
朝
夕
朝
の
朝
が
朝
症
朝

マ ン シ ョ ン を や さ し く変 身
930204

知 的 障 害 者 ら 対 象 の 「福 祉
930130

校 舎 も お し ゃ れ に な っ て 「
930130

鴨 川 市 の シ ル バ ー 人 材 セ ン
930ユ28

陣 容 強 化 し 初 会 合 桐 生 市
930127

「 会 福 祉 士 」の 全 国 組 織

901

耳 管 開 放 症 誤 診 防 ぐ た め
930124

紙 誌B付

850

601

493

788

2480

735

716

WWBジ ヤバ ン
有17

 

成

阪

作

大
0

0

0

/奈 良

 

講

/茨 城
有

礎 調 査

 

フ
刊
/
刊
開
刊
基
刊

ン
朝

朝
月
覇
者
朝

パ

日

4

齢

め
聞
2
聞
が
聞
高
聞

求
新
2
新
協
新
の
新

手
日

・
日
福
日
市
日

「女 性 起 業

0
玉
0

0

埼/

良索

く

/

磨

　轄
聞

聞

で
間

断
中
新
山
新

日
燕
口
郡
日

人

朝

ク

朝

労

朝

戸

朝

)

朝

に

朝

和

朝

一

水

S

味

太

し

ワ

塾

・

趣

な

ト

し

望

0

…

た

況

3

ツ
2

探

2

希

1

6

0

は

ー

つ
ー

　

う
の

ク
ロ

ぐ
り

　

ウ
　

う
ヨ

不

ー

ネ

ー

い

ー

を

1

京

1

後

1

な

ー

に

30

N

30

が

30

護

0

東

30

職

30

く

30

　ロ

　
り

　

　

　

　
ピ

」

W

き

介

(

退

転`

TO講 座

定 年 後 へ 生

8創 が 在 宅

「番 外 編:下

企 業 戦 士 、

体 の 動 きカ

文 字 数紙 面表 ・ 写 ・ 絵紙 誌日付

庫

0377

Ubミ ュニ ケ 神 奈 川
0560

日/大 阪
0309

ち ば が23日 に 開 会/千 葉
0277

か(イ ン タ ビ ュ ー)/大 阪

有01709

旦_≧」8ヵ 所 で 開 設/東 京

有01823

最 後 の/兵 庫
0527

表 ・写 ・絵 紙 面 文 字 数

 

兵

刊

K

刊
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刊

ク

刊

い

刊

シ

/
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A

朝

2

朝

一
朝

強

朝
二

W
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一

日

聞
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聞
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ト

聞

な

聞

ス

ー

新

わ

新

一
新

ツ
新

新

護

2

日

・
日

ワ

日

ネ

日

縛

目

一

・
朝

と

朝

ト

細

民

朝

主

朝

間

ン

ひ

ツ

市

部

訪

ヨ

ネ

ト

r

.

シ

て

N

ボ

ツ

　
刊
が
刊

稲
科
朝
政
聞
家
聞

新
高
新

日
高
日

朝
日
朝

と に

一
-

つ
8

W

O

ン

5

フ

8

助

.3

ご

5

 リ
シ

　
る

う
シ

　

ハ

ユ

ユ

メ

ー

去

1

0

ー

シ

ー

メ

ー

介

1

み

ー

オ
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り

30

T

30

祉

30

ア

語

り

30

、
30

フ

9

取

9

・

9

福

9

大

9

寄

9

装

イ ン講座

"心 の 壁"

講 座 ・講 演

民間 人集 め

里 勝 典 ・京

病床のお年

高齢者の衣一

紙 誌日付

1284

2939

337

475

896

321

5737

京東

　よ

　　

 】

1
/

阪

ー

大

原

【

多ト

)

一

5

有
ポ

有

ロロ

ノい

像笑

む

の

進

港

判

定

刊

空

朝

策

朝

新

酒

26

【大 阪 】
1

 

】

西

聞
計

聞

屋

聞

県

聞

で

関

新
社

新

古

新

鹿

新

間

口
幅

日

名

日

其

日

者

叙

姻
戚

朝

【

朝

朝

齢

換

地

売

高

の

示

研

ヘ

ギ

告

門

流

間

9

カ

0

す

0

専

5

交

　
リ

ユ

　
ふ

　
り

.時

1

が

ー

あ

ー

を

1

脳

4

30
映

30

、
30

症

30

電

　

　

　

　

2

反

遇

う

一

(地域 浮揚

住民 の意 見

岐 阜 県知 事
朝 刊
が 初 の 公 立 施設 を 開 設
朝 刊
パ ソ コン 文 通 に人 気

老 人 性痴 ほ

日米 シ ル バ

6

0

16　
の 市 民 土曜 講 座

け激 突 ライ ス ボ ウル
宥

治

刊

か

刊

宇

朝

V

朝

に

集

間

日

聞

募

新

3

新

を

日

春

日

岩

相

新

朝

講

、

受

学

、

大

8

設

6

都

6

う
　

　

2

闘

2

京

2

1
占

-
'

 2

ら

2

と

2

9

か

9

ル

9

93年1月

ア サ ヒ ピ ー
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表 ・写 ・絵 紙 面 文 字 数

が ク ラ ブ 初 快 挙 京 大 に逆 転 蹟 ち

写21965

7歳 の 少 女 に 唯 一 の 肉 親 は 提 訴

写10605

に 実 施 へ/さ わ や か 福 祉 セ ン タ ー

写101147
ー プ 賞 に ダ イ エ ー の 高 田 か お り さ ん

16493

切 符 ネ ッ トの 最 終 報 告 書
26198

番号

ll

li

1'

ll

1

紙誌日付

てめ

ヨ

にり

2
進

1

化トヅネ政行

写

金

祉

貧

福

刊
1
利
根
刊
ヒ
刊

い
刊
融
刊
人
刑

期
が
夕
日
朝
ト
朝
あ
朝
義
朝
老
朝

人

度

ス

れ

名

)

聞
老
聞
年
間
ぺ
聞

ふ
聞
人
聞
4
聞

一

新
居
新
7
新
2
新
護
新
法
新
4
新

バ
売
独
完
成
売
9
売
介
売
に
売
(
売

ル、、
一

読
平
読
り
読
人
読
座
読
〕
読

京
ル
東

京
作
原
著
京
口
部
ら
阪

　　　
大

東

が

束

の
西

か

大

い

一

長

場

し

タ

園

現

さ

ン

前

の

や

ー

セ

9

7
護

6

う
ヨ

　

ユ

　

に

2

進

2

件

2
介

2

ユ

エ

ヨ
ふ

ユ

者

2

推

2

事

2

ー
・
2

　
ピ

　

　

　

害

祉

園

た

さ わや か福

佐 賀 ・春 秋

[親 が 倒 れ

番 号

22

23

24

25

26

27

28

番 号

表 ・ 写 ・ 絵 紙 面 文 字 数

老 人ホ ー ム訪 問 闘 査 で 判 明

越 境 通 学"し て も(※ 載)

介 護 ・福 祉 楓 器 展 示 フ ェ ア

14

写22

14

0周 年 記 念 式 典

写24

援 助 サ ー ビ ス な ど 紹 介
16

24

ボ ー ツ ク ラ ブ
18

表 ・写 ・絵 紙 面

430

2682

421

181

466

207

439

文 字 数

紙 誌日付

科
刑
"

有
期
ブ

港

い
聞
ラ
聞
を
聞
の
聞
け
聞

・
間

着
聞

な
新
ク
新
上
新
部
新
助
新
京
新
密
新

少
売
人
売
向
売
支
売
手
売
東
売

に
発

続

刊
宅
刊
2
刊
活
刑

期
在
朝
立
朝
生
朝

創

[ね っ とわ 一 く]介 護 力 あ る 施 設
921216大 阪 読

[東 京 は しあ わ せ か](81)老
921217東 京 語

[ね っ と わ 一 く]弱 者 の 生 活 の 質
921209大 阪 読

東 京 ・北 区 老 人 ク ラ ブ 迫 合 会 赤 羽
921204東 京 競

[ね っ と わ 一 く]"畳 か な 老 後"
921202大 阪 読

お 年 寄 り に す しの 出 張 サ ー ビ ス/
刊

ス
刊

朝
た
朝
じ

読

軍

談

泉

地

京

東

下

東

ルヤツ

ー

ン

ー

20

デ

20

　ふ
ロ
ユ

2

イ
2

ハコ

　

フ
一† 地黄 コ フ

紙 誌日付

29

30

31

32

33

34

35

会

和 歌 山 銀 行

良 の 紹 介 や 年金 、薬 な ど 相談

00人 切 り 替 え

京 ・練 馬

写

行

9

31

18

15

24

237

105

428

799

149

ヨ

　

7
橋

6

2
板

-

京東

15

/

26

会大流交」 の 世 代
[

査
刊
/
利
改
刊
0
刊
東
刊
発
刊
グ
刊

調
朝
取
朝
宅
朝
2
夕
/
朝
が
朝

ン
朝

　　　　　　　

成

1

誘

5

お

5

ロ

4

の

5

ー

ル

5

作

20

勧

12

]

12

金

12

会

12

書

12

ゴ

ー1

　
ふ

ユ

ユ

ユ

　ふ

エ

ユ

S

2

引

2

く

2

年

2

台

2

引

2

と

2

工

9

曳

9

9

9

9

9

レ

9

;

新 分 野 のJ

年 金 口 座 の9

[ね っ と わ 一

和 歌 山 銀行

老 人 クラブ 連

在宅 福 祉 の手

ゲ ー'ト ボ ー

番号文字紙面表 ・写 ・ 絵紙 誌日付

36

37

38

39

40

41

42

年 迎 え報 告 会 開 催 へ
聞 朝 刊17
豊 かな 人.間関係 を
聞 朝 刊 写17
9)住 民 同 士 支 え よう(連 載)
聞 朝 刊 写15
21-23日 、

聞 朝 刊14
た張工/東 京 ・荒川
聞 朝 刊 写26

聞 朝 刊24
3人 の 同 世 代 政 治 家 に 聞 く
聞 夕 刊 写18

金 谷千 都 子(寄 稿)

広 島 で オ ム ツ外 し学 会

469

0

1474

440

178

191

1023

 

1
新
で
新
3
新
論
新
し
新
貨
新
ら
新

立
売
ん
売
(
売
請
売
に
売
佐
売
氏
売

殻
読
込
銃
]
読
歌
読
マ
読
/
読
濫
読

京
け
京
ら
阪
現
阪

一
京
死
都
川
京

ア
東
港
東
か
大
の
大
テ
東
焼
西
面
東

イ

に

場

ア

を

が

テ

域

現

ケ

全

株

氏

ン

地

の

人

社

姉

ン

「時 間 貯 蓄 型 」 ボ ラ

921114

[シ ル バ ー 文 化 学]

護

1

老

1

化

1

り

8

ト

4

11

介

11

-

11

齢

11

寄

10

ン

ー0

　

ユ

ユ

　
よ

ユ

ユ

2

!

2

く

2

高

2

年

2

リ

2

9

た

9

一
9

の

9

お

9

ク

9

〔親 が 倒 れ

{ね っ と わ

堀 田元 検事

住 宅 全 焼1

米 大統 領 に

番 号

43

紙 面 文 字 数

神 戸 市 灘 区 で 組 織 化
25559

日 付 紙 誌 表 ・写 ・絵

お ば あ ち ゃ ん に 育 児 の 知 恵 拝 借 登 録 し若 い 人 の 相 談 役 に
921101東 京 読 売 新 間 朝 刊
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民 間 デ ー タ 抽 出 例(日 本経済新聞記事デ ータベースよ り)

「・欧 米 に お け る 高 齢 化 政 策 」 〈1990.1～1993.

会 員 制 で熟 年 サ ー ビ ス一-100ド ル ク・一"(ン や ホ テ ル 半 額(TOP工CS)
930112-3106有1101

る

欝 欝
●
す

。

で

0
益

30

き

0

　

収

ー

ペ

定

く

安

働

こ

く

19

景

7

長

50

1

背

ら

化

な

齢

る

高

有

す

一

き

一

生

囲
聞

リ

聞

目

ヤ
(

聞

ラ

議
新

・
新

に

チ

る
新

ト

イ

ど
済

イ
融

層

ン
見

融

パ

な
経

ラ

金

ア

ペ

に

金

・
メ

全
本

一
経

二
経

算

経
=

社

日

イ

日

シ

自

決

日

夕

化

ー

る

期

ン

齢

2

え

月

七

八リ

む

　
ピ

ワ
ロ

　
、
8
高

1
(

4
増

4

3

5

学

表'写 ・絵 紙 面 文 字 数

一 徹 底 し た 個 人 主 義 が 裏 目(婦 人)

夕 刊 有172076
SCで 健 康 診 断 所展 開.

有3891

朝 刊 有9'1093

池 和 男 氏.(や さ し い 経 済 学)

朝 刊261169

有41110

有4338

有4736

表 ・写 ・絵 紙 面 文 字 数

番 号

も 、90年 一 一 企 業 負 担 金 、2年 で5割 増.

齢 化 社 会 一 －dス ウ ェ ー デ ン 、ZZ-tttL{ILblma

齢 化 社 会 一 一 リン シ ョ ピ・ン グ 大 ア ンペ ヅ ケ ン 氏 。

齢化社会一一　 、公的施 設で快適生活.

齢 化 社 会 一 一 米 国 、 資 産 売 っ て 独 立 生 活.

有41649

飴 化 社 会 一 一 自 立 自助 の ・欧 米 諸.国.
有4240

と 地 獄 一 一 余 生 や は り カ ネ 次 第 。

朝 刊 有341219

計 基 準 の 変 更 難 航 か 一 一 産 業 界 が 抵 抗.

有71676

工_(消 費 者 情 報)
15288

ス と 在 宅 ケ ア の 連 携 ◆

8

9

10

11

12

13

14

番 号

15

16

1?

18

19

 

誌日付
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る

1
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0
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ポ

マ
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番号

,22

23

番 号

文字数紙 面表 ・ 写 ・ 絵紙認

む

　
ず

◆
42

配

1

心が化

90

悪

20

3

質で争蔵

宿

当過一一るま始人

聞

ト

参

新

●
イ

の

業

心

パ

水

産

恋

経

費

経

の
日

手

日

へ

大

ン

一

、

日 付

混 沌・の 館 に て ・ パ ソ ゴ

.900301■643」0

-
900125-1143

-
占

2

3

4
・

●b

(0

7

紙 誌 表 ・写 ・絵 紙 面 文 字 数

る 医 学 へ 日 野 原 重 明(寄 稿)

京 読 売 新 聞 朝 刊 写182095

京 読 売 新 聞 朝 刊130
一 カ ー 国 の2～3倍 公 定 価 格 導 入 も 業 者 う ま み

朝刊

朝 刊

夕 刊

朝 刊

)行 動 す る熟 年 世代(連 載)

第3回 高 齢 者 ケ ア 国際 シ ンポ ジ ウム 特 集

死 の篭 手 協 会 国際 会 議 か ら(解 説)

写

写

写

30

12

7

15

15

505

4??0

5409

1485

358

日付

め

東

)

東

メ

高

稿

ス

」

寄

一

貫

(

ぺ

の

5

ム

8

0

2
一

〇

-
●

、

9

9

ち

ユ

コ
ー
職

1
幸

1
介

1

せ

0

報

9

の

3

セ

2
汚

2

の

2

と

2

カ

2
情

2

rし[論 点]

[投 資 案 内 〕

医療 機器 納 入

刊朝

灘
　

(

膝

の

る

]

堅

人

探

絵

=

本

月

0

福

5

護

6

ぬ

7

活

6

ウ
●

-

∩
∨

ウ
」

2

1

1

1

1

0

、

　

　

　

ハコ

　

ら

立

欠

の

、[40kか

尊 厳 あ る 自

「安 楽 死 」

高 齢化 社 会
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資 料24各 省 庁 保 有 磁 気 デ ー タ フ ァ イ ル 集 計 表

注:()は 外数でデータ量不明

省 庁 ファイル数 体}
MT本 数

DP数 DATA量{MB) 縮
1600BPI 6250BPI

総務庁 40 25 2,367 5 45,840

北海道開発庁 15 46 一 一 285

防衛庁 9 2 208 1 5,708

』 12 70 5 一 28

科学技術庁 9
1,633

(150)
3 2 21,561

国土庁 23 4 145 一 15,995

醐 23 31 130 1 1,474

法務省 3 一 14 一 794
ノ

外務省 4 一 76 3 2,509

大蔵省 17 307 6 一 9,609

文部省 27 37 9 6 848

厚生省 38 一 344 1 7,688

農林水産省 69 22
964

(123)
一 45,685

食糧庁 25 29 一 一 59

林野庁 1 1 一 一
176

熾 7 2
(1)

9 一 129

通商産業省 62 157
421

(8)
5 16,467

特許庁 2 一 918 一 118,807

運輸省 32 '98 565

〔3,5001
3 15,385

海上保安庁 22
67

(440)
43 一 3,097

気象庁 49 120
2,004

{5,111}
7

、
465,303

労働省 8 146 一 一 3,456

建設省 45 85
182

(38)
3 24,074

自治省 3 一 13 一
425

警察庁 7 一 98 一 3,406

合 計 552
2,882

(591)

8,524

〔8,780|
37 808,808

※データ量推計 87.5MB/本 ×20,777本=1,81'8ギ ガバイ ト

出典:総 務庁 「各省庁保有磁気デ一夕ファイル一覧」(昭 和61年3月)よ り作成
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資 料25Ar石 油 緊 急 時 対 応 情 報 ネ ッ トワ ー ク シ ス テ ム の 概 要 」

(危 機管理 活用事 例)

(1)目 的

石油情報システムは、緊急時の時々の状況に応じ、石油供給見通しの策定、備蓄
放出、需要抑制等の詳細の決定、生産計画に対する指導および石油の高値買いの
防止等の各措置を講ずる上で必要となる各供給ルー ト毎の輸入、生産流通に係わる
物流情報および国際石油供給構造、国内石油需要構造に係わる情報を収集、解析提供
する。

② 構 成

本システムは、緊急時の各措置を講ずる上で必要となる以下のサブシステムから
構成される。

① 物流モニタリングシステム

入 ・出荷 、生産 、 販売 お よび在 庫 に係わ る情報 を石 油 の調達 か ら流通 の末端 に
至 る物 流 に沿 ってオ ンラ イン ・デ イ リーバ ッチで石 油企業 グル ープの 中核機 関か ら

収集。

② 構造データベースおよび解析サブシステム

この物流情報と平常時から国が構築する輸入、生産、供給、需要に係わる構造
データベースとを合わせてデイリーで解析し、緊急時対応の各措置を実施するため
の情報を提供。

③ フ ィー ドバ ックシステ ム

これらの情報を必要に応じ石油企業グループヘフィードバックし、原油調達から
流通在庫を含む石油産業全体に迅速かつ適切な緊急時対応が可能になるよう支援。

(3)情 報 の収集ル ー トお よび 頻度

石油企 業 グル ープ の 中核 機 関か らオ ンライ ン ・デ イ リーバ ッチで収集(1日 の全
デー タを と りまとめ翌 日まとめて政府へ転送)。

(4)情 報収集の範囲

① 物流モニタリングシステム

i)物 流拠点毎の各油種に係わ る入 ・出荷、生産、販売在庫関係の物流情報

物 流 拠 点:40製 油 所 、 約1,000油 槽 所 、 約60,000SS

油 糧:原 油 、 ガ ソ リン、 ナ フ サ 、 ジェ ッ ト燃 料 、 灯 油 、 軽 油 、
A・B・C重 油

五)流 通 末端(SS)に つ いて はPOSで 収集

血)価 格情 報 はPOS等 物流 モニ タ リング システムか らではな く、別 途収集

一89一



② 構造 デー タベース システム

i)国 内供給 構造 、国内需 要構 造 、燃料転換 、価格 、備 蓄等 に係わ る情報

五)平 常 時か ら政 府 でデ ー タベ ース化

(6MtE)

図2石 油 情 報シ ステム の概 念図

石 油情報 シ ステム
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資 料26B「K-NETパ ソ コ ン シ ス テ ム の 概 要 」

(草 の根活 用事 例)

(1)目 的

K-NETは 、魅力 あ る生 活環境 の創造 を 目的 として、生 活者 と生産者(財 ・

サー ビス の供給者)を,つ な ぐ情 報通 信基盤 を整 備 し、神 奈川 県民 の生活 の 質向上 と

地域経 済 の発展 に貢献 す る 目的で開 設。

(2)サ ー ビス特徴 と構成

K-NETの パ ソコ ン通 信サ ー ビスは、 これ までになか った オ ンラ イ ンで の

カラー画 像 と初心者 に もや さ しいユ ーザー イ ンターフェイス を備 え 、公共 情報 や

ビ ジネ ス情報 、各種 ニ ュース 、 ビジネスデ ー タベ ースか らホ ビー、 ア ミュ ーズ メン ト

情報 な ど幅広 いメニ ュ ー をサ ー ビス 。
大 き くは 、情 報 を提供 す る 「番組 」 と会員 が交流す る 「サロ ン」 に大 別 され 、利用者
のフ リー チ ョイス可能 。

① 特徴

・見 や す く親 しみ のあ る ビジュ アルパ ソ コ ン通信

・モデムと専用通信ソフトを無償貸与

4年 間の継続会員には無償提供(モ デムのみ)

② サ ー ビス メニ ュー構成(メ イ ンのもの)

・ル ッ クか ながわ

神 奈川 に関係 す る タイム リーな情報 中心 の番組 。 公共情 報 か らニュー ス、

街 の イベ ン トな ど身近 な話題 が いっぱ い

・け いね っ とアベ ニ ュー

見 る楽 しさ を満喫 でき るユニ ー クな オ リジナル番組 。バ ラエ テ ィ豊 かな
メニ ュー

・けいねっとサロン

個人や企業が主催する情報交換広場。お好きなサロンの常連になって

情報を見たり、仲間と語るふれあいの場

・メ ンバ ーズサ ロ ン

企 業や 団体 が主催 す る メ ンバー限定 のサ ロンです 。企 業独 自の サー ビス

を提 供

・お しゃべ りノー ト

会員同志が 気 軽 にメ ッセ ー ジを交換 しあう電子掲 示 板 コーナ ー 。
目的 によって い くつ かの ノー トが あ り、思 いが けな い情 報や 人 と出会 うこと

が で きる

・ニ ュース&ビ ジネス ス トリー ト(DB)

ニ ュース とデー タベース検 索。 ビジネスマ ンの方 にぜひ使 って 欲 しい情報

を提 供
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K'一.N旱T複 合 型 地 域VAN

● 高 度 トラ ンザ ク シ ョ ン ・サ ー ビ ス

シ ョ ッ ピ ン グ

パ ン キ ン グ

サ ー ピ ス

』外 的 企 業
活 動 支 援'

マ ー ケ ッ テ ィ ン グ

サ ー ビ ス

● 図 形 パ ソ'コ ン遠 信 一 → 新 世 代 パ ソ コ ン通 信

よ'り 目 的 時 化 ⇔c⊃ ⇔ ⇔

利 用 者 行 動
'

サ ー ビ ス

特 定 グ ル こ

フ'サー ビ ス

基 本 情 報 サ ー ビ ス ⇒ ⇒ ⇒ ⇒ よ り 広 域 に

トランザクション 情報提 供

サー ビス

.

ゲー トウニイ

1

.

CUG

'

「

F

情報交流

サ ー ビス
9「

■

、

'情 報 接 続

サ ー ビ ス

● 付 加 価 値 ネ ッ トワ ー ク ・サ ー ビ ス
〆

内的 企業 活動 支援

企業VAN

サ ー ビス
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